
中小企業税制
平成21年

度版

上 手 に 使 お う !

41問 41答



中小企業税制　41問41答�

　資金繰りや税の負担が大変だと思ったことはありませんか？
　中小企業を取り巻く経営環境は引き続き厳しい状況にありますが、
このような中にあっても経営に前向きに取り組む中小企業を支援する、
様々な税制上の措置が用意されているのを御存知でしょうか？
　生産性向上のための設備投資を行う場合、人材育成のための人的投
資を行う場合、後継者へ経営のバトンタッチ（事業承継）を行う場合
など、企業活動の様々な局面に応じて使える税制が用意されています。
その中には、今回の税制改正で新しく設けられた措置もあります。
　そこで、中小企業向けの、代表的で、使って得られる効果の大きい
税制措置について、内容がよくわかるよう、41問41答の問答集にまと
めました。
　「税制は難しいから……」と敬遠せず、経営上の課題の解決や経営戦
略に応じて、上手に活用していただければ幸いです。

は し が き

税に関する質問を
先生に聞いて
解決します！

私が分かりやすく
解説して、
中小企業の

お役に立ちます！

タ
T A X

ックスフントちゃん 教
きょう

子
こ

先生

キャラクター紹介

このパンフレットは、平成21年7月現在の税法規定に基づいて作成しています。
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中小企業の経営のポイントは、チャンスをとらえることです。チャンスをとらえるには、競争力や技術力を強化
することはもちろん、良い人材を確保することも重要です。そのためには、企業への設備投資や研究開発、
人材投資を行うことが必要となります。中小企業税制を活用することにより、中小企業が苦労して生み出した
利益に対する税負担を軽減することができ、その分だけ自己資本が多く蓄積され、さらに将来の再投資に充
てることができます。

中小企業の税制を上手に活用して
会社の財務基盤を強化しましょう

■税制活用のメリット

利益
（税引前当期純利益）

当期
純利益

税負担の
軽減

当期
純利益

中小企業税制を活用して
税負担を軽減

自己資本が蓄積され、
将来の投資に備えることが
できます

税負担を軽減した分で
純利益が増加

法人税、
住民税
及び事業税

法人税、
住民税
及び事業税

〔課税後利益〕〔課税前利益〕

決算の時に考える
のではなく、計画
的に優遇税制を活
用することが大切

なのよ

■日本の中小企業の現状を数字で見てみよう

中小企業
（個人事業者＋法人）数

約420万

こちらも参考にしよう

わが国企業の数に占める
中小企業の割合

約99.7％

わが国企業の雇用に占める
中小企業の割合

約69.4％

中小企業の元気が、
日本を元気にする源なのです！

（数字は『中小企業白書』　付属統計資料より）  

『中小企業の会計』
中小企業の望ましい会計処理のあり方や決算書等について
は、中小企業庁発行の小冊子『中小企業の会計31問31答』
を参考にしてください。
次のホームページから冊子の請求、ダウンロードができます。

http://www.chusho.meti.go.jp/

中小企業の会計
31問 31答平成21年

指針改正
対応版

Accounting of Medium-sized and Small Companies

「中小企業の会計 31問31答」入手方法

などで入手できます

また、中小企業庁の広報冊子ご請求画面からダウンロードしていただくか、ご請求（送料・発送スケジ

http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/pamfsystem/pamfsystem.html

http://www.shokokai.or.jp/
http://www.chuokai.or.jp/
http://www.syoutengai.or.jp/
http://j-net21.smrj.go.jp/
http://www.nichizeiren.or.jp/
http://www.hp.jicpa.or.jp/
http://www.j-smeca.jp/

【注】�この小冊子の作成は、中小企業庁財務課の監修のもとで、●●

平成21年00月

中小企業の会計-表紙.indd   1 2009/04/06   17:33:30

会計のカイ
ちゃんがわか
りやすく説明
してくれるよ
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ⅩⅠ

中小企業税制の活用ポイントごとにまとめてあります。
平成21年度の税制改正（経済危機対策における税制措置を含む）も反映しており、特
に今年度の改正部分については マークが、新たに創設された制度については

マークがついています。
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A. 本当です。中小法人は、従来より大法人と比べて低い法人税率が適用されていましたが、平
成21年度税制改正では、時限的にさらに税率の引き下げが行われました。

Q01 中小法人の法人税率がさらに軽減されたって
本当ですか？

【参考】「中小企業」の定義
中小企業の定義は中小企業基本法第２条において定められています。一方で、法人税法において軽減税
率が適用される中小企業は、資本金１億円以下の法人です（上記の表参照）。このように、「中小企業」
の範囲は、法律や制度によって異なる場合があります。

中小企業の税制メリットⅠ

★適用期間：�18%の軽減税率は平成21年4月1日～平成23年３月31日までに終了する事
業年度に適用されます。

中小法人等の各事業年度の所得の金額のうち、年800万円以下の金額に対する税率がさらに
引き下げられました。

＜法人税率一覧表＞

普通法人

協同組合等
（注） 公益法人等中小法人（資本金1億円以下） 大法人

（資本金１億円
超）

年800万円以
下の所得

年800万円超
の所得

改正前税率 22% 30% 30% 22% 22%

改正後税率 18% 30% 30% 18%（※） 18%（※）

（注）�協同組合等とは、中小企業等協同組合等の各種の組合（法人税法別表第三に掲げられている法人）を�
いいます。

※年800万円以下の所得に対して適用され、800万円超の所得には22％の税率が適用されます。

業種区分 中小企業基本法の定義 法人税法に
おける定義

製造業その他 資本金３億円以下又は
従業員数300人以下

資本金
１億円以下

卸売業 資本金１億円以下又は
従業員数100人以下

小売業 資本金5000万円以下又は
従業員数50人以下

サービス業 資本金5000万円以下又は
従業員数100人以下

中小企業
基本法と法人税
法の定義は違う

んだね

法人税法で
は、業種にかかわ

らず一律に「資本金
１億円以下」とな

っています

改 正
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A. ここでは、実際に税額計算を通してみてみましょう。

Q02 税率の改正前と改正後はどのように変わりましたか？

例題） 本社：東京都 従業員数：20人
資本金：1000万円 課税所得：1000万円
事業年度：平成20年7月1日～平成21年6月30日

法人税
改正前と改正後の税率差4％に800万
円を乗じた32万円が引き下げ効果とし
て表れます。

① 法人住民税
法人税の差額32万円に税率を乗じた約
5.5万円が引き下げ効果として表れま
す。

②

法人税・法人住民税の合計
法人税の差額32万円と法人住民税の
差額5.5万円との合計額37.5万円が引
き下げ効果として表れます。

③ ※1）�法人住民税は各都道府県、各市町村により税率
等が異なることがあります。ここでは標準税率（５
％と12.3％の合計）を用いて税額計算を行ってい
ます。

※2）�資本金と従業員数によって金額が異なります。こ
の例は、資本金が1000万円以下で、かつ従業
員数が50人以下の場合です。

＜改正前の計算式＞ ＜改正後の計算式＞

　　�800万円×22％＝176万円 
（800万円まで）

　　�200万円×30％＝60万円 
（800万円を超える部分）

計236万円

800万円×18％＝144万円 
（800万円まで）

200万円×30％＝60万円 
（800万円を超える部分）

計204万円

●法人税（①）

差額32万円➡

今回の改
正で、差額が
ずいぶん出る

んだね

そうよ。だから中
小企業の経営者の方
たちもちゃんと知って
おいた方がいいわね

　　�236万円×17.3％（※1）＝	40.8万円
	 均等割（※2）7 万円

計47.8万円

204万円×17.3％＝	35.3万円
	 均等割（※2）7 万円

計42.3万円

●法人住民税（資本金が1億円以下でかつ法人税額が年1000万円以下の法人に適用）（②）

差額5.5万円➡
改正後の差額　　法人税／32万円 ＋ 法人住民税／5.5万円 ＝ 37.5万円（③）

（注）�法人税・法人住民税のほか、法人事業税についても申告・納付する必要があります。
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A. 平成22年３月31日までに開始する各事業年度において支出する交際費等の額は原則として、
全額を損金の額に算入しないこととされていますが、資本金が１億円以下の法人については、
一定額の損金算入が認められています。今回の経済危機対策によって、従来は損金算入限
度額が400万円でしたが、600万円に引き上げられました（※）。
注）個人事業者は、100％必要経費に算入することができます。

Q03 交際費課税の内容について教えてください

交際費

支出した交際費等の額のうち、600万円までの金額の10％相当額と、600万円を超える部分
の金額との合計額を損金の額に算入しないこととされています。

(例) 交際費支出が200万円の場合：200万円×10％＝20万円が損金不算入
交際費支出が700万円の場合：700万円－600万円＝100万円

600万円×10％＝60万円
100万円＋60万円＝160万円が損金不算入

「１人当たり5000円以下の飲食費」については、損金不算入となる交際費等の範囲から
一定の要件のもとで除外されます。

■「１人当たり5000円以下の飲食費」の取扱いについて

交際費から除外される飲食費は、以下の３つの要件を満たす必要があります。

① 社内飲食費ではないこと
② １人当たり5000円以下の支出であること
③ 日付・参加者・人数・金額・飲食店名などの記録を保存しておくこと

※この改正は、平成21年4月1日以後に終了する事業年度分の法人税について適用されます。

100%
90%

（損金算入） （損金不算入）

交際費の支出額

600万円

改 正

この『１人当
たり5000円以下

の飲食費』は、資本
金１億円以下の法人
についてだけ適用

されるの？

いいえ、資
本金の額に関わ

らず、すべての法
人が対象にな

ります

他に何か気
を付けること
はあるの？

除外されるのは、あくまで
１人当たり5000円以下
の費用であって、5000円
を超えた場合に、超えた
部分だけが除外されない
のではなく、5000円を超
えた費用全額が除外され

ずに交 際 費
に該 当する
ので、注意し
てくださいね
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A. 資本金１億円以下の中小企業(中小同族会社)については、すでに留保金課税がかからなくな
っています。ただし、資本金１億円を超える特定同族会社は従来どおりです。

Q04 同族会社に対する留保金課税について教えてください

留保金

留保金課税の概要
留保金課税制度とは、１株主グループによる株式
等の保有割合が50％を超えている会社（特定同族
会社）が留保控除額を超えて内部留保した金額に
対して、その超過額について追加的に課税される
制度です。

■特定同族会社の留保金額に対する税額は、原則として次のように計算します。

留保金額に対する税額＝[所得等－（配当等＋法人税等）－留
（注１）

保控除額]×特
（注２）

別税率

所得等の金額から、社外流出された配当等の金額と課税された法人税・法人住民税を控除し、
さらに留保控除額を差し引いた金額(課税留保金額)に特別税率を乗じて計算します。

＜税額計算のイメージ＞

留保金額

留保控除額
（注１）

課税留保金額 特別税率
（注２）

当期の所得に対する法人税額及び住民
税額

配当のように社外に流出した額

所
　

得
　

等
法人税等

配当等

（注１）留保控除額
次の金額のうち最も多い金額が控除できます。
・所得基準額：所得等の金額の40％
・定額基準額：年2000万円
・�積立金基準額：
　期末資本金額×25％－期末利益積立金額

（注２）特別税率
課税留保金額に応じて税率が異なります。

課税留保金額 税　率
年3000万円以下の金額 10％
年3000万円超１億円以下の金額 15％
年１億円超の金額 20％

同族会社とは
上位３株主グループによる株式等の保
有割合が50％を超えている会社です。
留保金課税制度は同族会社のうち「特
定同族会社」にのみ適用されます。
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欠損金の繰越し・繰戻還付Ⅱ

A. 欠損金とは、その事業年度の所得計算において益金よりも損金のほうが多かった場合
の益金を超える部分の金額をいいます。欠損金の繰越制度は過去の事業年度の申告
において欠損金が発生した場合、その欠損金を翌年度以降に繰り越し、その後の事
業年度で発生した課税所得から控除する制度です。この制度を適用するには一定の要
件を満たす必要があります。

Q05 欠損金の繰越制度って何ですか？

制度の概要
★適用の要件
1．青色申告書で提出した事業年度の欠損金であること
2．欠損事業年度後、繰越控除を利用する事業年度まで継続して確定申告を提出していること

★欠損金の繰越期間
繰越欠損金は欠損事業年度の翌事業年度以後７年間控除できます。

（※平成13年3月31日以前に開始した事業年度においては５年間となります）

H14年 H15年 H16年 H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年

欠損金 繰　　越　　期　　間
欠損金 繰　　越　　期　　間

欠損金 繰　　越　　期　　間
欠損金 繰　　越　　期　　間

欠損金 繰　　越　　期　　間
欠損金 繰　　越　　期　　間

欠損金 繰　　越　　期　　間
欠損金 繰　　越　　期　　間

欠損金の繰越制
度と繰戻還付制
度はどちらを適
用するか選択で
きます

＜欠損金の繰越期間＞

青色申告法人になるには、複式簿記の原則に従って組織的な帳簿を備え、適正な会計を行うことを
前提として、所轄税務署長に青色申告の承認申請書を提出し承認を受ける手続きが必要です

欠損金の繰越期間は７年ですが、これに関連して次のような事項も確認してください。
①平成１３年４月１日以後に開始した事業年度に係るもの
（イ）帳簿書類の保存期間は、すべて７年間です。
（ロ）法人税に係る更正で、欠損金に係るものの期間は、７年間です。
②平成１６年４月１日以後に開始した事業年度に係るもの
法人税に係る更正で、脱税以外の場合の過少申告に係るものの期間は、５年間です。

欠損金繰越制度を利用
する場合には、申告書
に「欠損金又は災害損
失金の損金算入に関す
る明細書」（別表七(一)）
の記載が必要です。忘
れずに！

この制度の適
用にあたって、
書類の添付が
必要と聞いた
んだけど……
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具体例

事業年度 欠損金控除前課税所得
①平成15年３月期 200万円
②平成16年３月期 300万円
③平成17年３月期 100万円
④平成18年３月期 500万円
⑤平成19年３月期 300万円
⑥平成20年３月期 200万円
⑦平成21年３月期 500万円

①平成15年3月期
　繰越欠損金2000万円＞200万円 繰越欠損金残高2000－200＝1800万円

②平成16年3月期
　繰越欠損金1800万円＞300万円 繰越欠損金残高1800－300＝1500万円

③平成17年3月期
　繰越欠損金1500万円＞100万円 繰越欠損金残高1500－100＝1400万円

④平成18年3月期
　繰越欠損金1400万円＞500万円 繰越欠損金残高1400－500＝900万円

⑤平成19年3月期
　繰越欠損金900万円＞300万円 繰越欠損金残高900－300＝600万円

⑥平成20年3月期
　繰越欠損金600万円＞200万円 繰越欠損金残高600－200＝400万円

⑦平成21年3月期
　繰越欠損金400万円＜500万円

500万円（欠損金控除前課税所得）－400万円（繰越欠損金）＝100万円
100万円が課税所得となります。

例題） Ｔ株式会社は平成14年３月期において2000万円の欠損金が生じました。
翌期以降の課税所得金額は次のとおりです。

＜翌期以降の課税所得の計算＞

【結　果】
欠損金の繰越制度により、欠損金
が発生した期の翌期以降1年目か
ら7年目までの課税所得のうち、
2000万円に対応する税負担が
なくなりました。

法人税についての更正又
は決定は原則として申告
期限から５年ですが、欠
損金に係るものについて
は７年となっています。ま
た、帳簿書類の保存義務
はすべて７年となってい
ます
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A. 欠損金の繰戻還付制度とは、欠損金が生じた事業年度の前事業年度の所得に繰戻して、納
付した法人税の還付を求めることができる制度です。

Q06 欠損金の繰戻還付制度って何ですか？

この制度は、従来は設立後5年以内の中小法人や解散等の場合以外はその適用が停止され
ていました。平成21年度税制改正により、中小法人や協同組合等については、平成21年2
月1日以後に終了する各事業年度において生じた欠損金額について繰戻還付の適用ができる
ことになりました。

★適用対象 改 正

還付請求ができる金額

還付請求金額 ＝ 還付所得事業年度の法人税額 ×
欠損事業年度の欠損金額
還付所得事業年度の所得金額

（注）欠損事業年度の欠損金額は分母の還付所得事業年度の所得金額が上限となります。

この制度は次のすべての要件を満たしている場合に限り適用できます。
　①�還付所得事業年度から欠損事業年度まで連続して「青色申告書である確定申告書」を提出して

いること。
　②欠損事業年度の青色申告書を提出期限内に提出していること。
　③欠損金の繰戻しによる還付請求書を法人税の確定申告書に添付して提出していること。

★適用要件

具体例
Ｋ株式会社は前事業年度（平成20年2月期）の課税所得が500万円でしたが、当事業年度（平成21年2月期）
は200万円の欠損金が生じました。
この場合の繰戻還付金額は44万円となります。

前期の法人税額

所得
500万円×22％＝110万円

税率

当期の還付金額

＝前期法人税額 ×
当期欠損金額
前期所得金額

＝ 110万円 × ＝ 44万円
200万円
500万円

課税所得500万円法人税額

前　期
当　期

課税所得△200万円

（200万円）

繰
戻
し（300万円）

（44万円）

110万円

（66万円）

＜繰戻還付の仕組み＞
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減価償却制度Ⅲ

A. 減価償却制度とは、固定資産の取得原価をその取得時に一括して費用に計上するのではなく、
その事業の用に供している期間内に適正に配分して費用計上する制度です。
平成19年４月1日以後に取得した減価償却資産については、償却可能限度額（減価償却でき
る限度額）及び残存価額（耐用年数経過時に見込まれる処分価額）が廃止され、耐用年数
経過時点で１円（備忘価額）まで償却できるようになっています。

Q07 減価償却制度について教えてください

制度の概要
定額法及び定率法の減価償却費の計算方法は以下のとおりです。

「定額法」：取得価額×定額法償却率×事業使用月数/12＝減価償却費

「定率法」：�調整前償却額≧償却保証額の場合 
期首帳簿価額×定率法償却率×事業使用月数/12＝減価償却費（調整前償却額） 

調整前償却額＜償却保証額の場合 
改定取得価額×改定償却率×事業使用月数/12＝減価償却費

	 ※償却保証額：取得価額×保証率によって計算します。

【解　説】

耐用年数 定額法 定率法
２年 0.500 1.000

４年 0.250 0.625

５年 0.200 0.500

10年 0.100 0.250

＜償却率の例示＞

平成19年３月31日以前に 
取得した減価償却資産
償却可能限度額（取得価額の95％）ま
で償却した後、翌事業年度以後５年間
で１円（備忘価額）まで均等償却を行
います。

①定率法の償却率は、定額法償却率の250%となっています。
例えば、耐用年数10年で考えると、定額法の場合、1／10＝0.100が償却率になりますが、定率
法の場合、0.100の250%である0.250が償却率になります。

②�定率法により計算した減価償却限度額が、減価償却資産の取得価額に当該資産の耐用年数に応じ
た保証率を乗じて計算した償却保証額を下回るときに、償却方法を定率法から定額法に切り替えて、
減価償却限度額を計算します。
15ページの計算例では、8年目に（B）＜（C）となっていることから、8年目以降は（D）の償却限度額になります。

例）耐用年数10年の場合
定額法：1/10＝0.100が償却率
定率法：0.100の250％である0.250が償却率
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保証率や償却率
は、何を見れば
分かるの？

法定耐用年数の短縮特例制度とは、減価償却資産の実際の使用可能期間が法定耐用年数に比べて著し
く短くなる場合として一定の事由に該当するときには、税務当局の承認を受けることにより、その資産
の使用可能期間を耐用年数として早期に償却することが認められる制度です。
平成20年度改正により、短縮特例の承認を受けた設備の内容に軽微な変更があった場合や、承認を受
けた設備と同一の設備を取得した場合などには、改めて承認の申請をしなくても届出書の提出をするこ
とで承認を受けたものとして取り扱われるようになりました。

改正前 改正後
区　分 設備の種類ごと 業種ごと
区分数 390 55

※�区分の見直しと同時に、法定耐用年数も見直しが行わ
れています

＜平成20年度税制改正で簡素化＞

定額法及び定率法の償
却率、定額法への転換
の基準となる保証率、転
換後の償却率（改定償却
率）については、財務省
令において耐用年数毎に
一覧表になっているの
で、確認してみてね

〔改正後〕 〔参考：改正前〕
設備の種類 資産区分・耐用年数 資産区分・耐用年数
細目（例） 各設備の耐用年数 各設備の耐用年数

その他の小売業用設備 ３区分（８・17年） ４区分（８・17年）

・ガソリン又は液化石油ガススタンド設備
・その他の設備

８年
17・８年

８年
17・８年

印刷業又は印刷関連業用設備 ５区分（３～10年） ９区分（５～11年）

・デジタル印刷システム設備
・製本業用設備
・新聞業用設備
・その他の設備

４年
7年

３・１０年
１０年

７～１０年
１０年

５・１１年
６～１１年

電子部品、デバイス又は電子回路製造業用設備 ４区分（５～８年） １１区分（６～１２年）

・光ディスク製造設備
・プリント配線基盤設備
・�フラットパネルディスプレイ、半導体集積回路又は半導
体素子製造設備
・その他の設備

６年
６年
５年

８年

６年
６年

５・７年

８～１２年

生産用機械器具製造業用設備 ２区分（９・１２年） １０区分（１０～１３年）

・金属加工機械製造設備
・その他の設備

９年
１２年

１３年
１０～１３年

（注）上記の設備は一例です。

減価償却制度の改正について（平成２０年度税制改正）

平成２０年度の税制改正において、機械及び装置について資産区分の整理（大括り化）を行うとともに、
使用実態を踏まえて法定耐用年数の見直しが行われました。また、法定耐用年数の短縮特例についても
手続の簡素化が図られています。

■主な業種における設備の種類と耐用年数（機械及び装置の一例）

■法定耐用年数の短縮特例制度
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A. 次のような前提条件で、具体的な計算を行います。

Q08 減価償却額の具体的な計算例を示してください

例） 取得価額100万円、耐用年数10年の減価償却資産

定率法の償却率：0.250 保証率：0.04448 改訂償却率：0.334

（単位：千円）

経過
年数

（Ａ）
期首帳簿
価額

（Ｂ）
定率法の償却額
（A×0.250）

（Ｃ）
償却保証額

（取得価額×保証率）

（Ｄ）
定額法転換後の
償却額

(転換時の帳簿価額×
改定償却率)

当期の
減価償却費 期末簿価

１年 1000 （1000×0.250）
250.0

（1000×0.04448）
44.48 250.0 750.0

２年 750.0 （750.0×0.250）
187.5

（1000×0.04448）
44.48 187.5 562.5

３年 562.5 （562.5×0.250）
140.6

（1000×0.04448）
44.48 140.6 421.9

４年 421.9 （421.9×0.250）
105.5

（1000×0.04448）
44.48 105.5 316.4

５年 316.4 （316.4×0.250）
79.1

（1000×0.04448）
44.48 79.1 237.3

６年 237.3 （237.3×0.250）
59.3

（1000×0.04448）
44.48 59.3 178.0

７年 178.0 （178.0×0.250）
44.5

（1000×0.04448）
44.48 44.5 133.5

８年 133.5 （133.5×0.250）
33.4

（1000×0.04448）
44.48

（133.5×0.334）
44.6 44.6 88.9

９年 88.9 （1000×0.04448）
44.48

（133.5×0.334）
44.6 44.6 44.3

10年 44.3 （1000×0.04448）
44.48

（133.5×0.334）
44.6 44.3 1円

（注）計算例では、便宜上、四捨五入しているところがあります。

減価償却の国税と地方税の取扱いには、以下のような違いがあります。
＜国税と地方税の比較＞

項　　　目 国税の取扱い
（法人税・所得税）

地方税の取扱い
（固定資産税〔償却資産税〕）

償却計算の基準日 事業年度（決算期） 賦課期日（１月１日）

事業年度中の新規取得資産 月割償却 半年償却

少額減価償却資産の特例
（16ページ参照） 認められます 認められません

評価額の最低限度 備忘価額（1円） 取得価額の100分の５
（注）これ以外にも違いはあるので、注意が必要です。
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少額減価償却資産の特例Ⅳ

A. 固定資産の場合は通常、法定耐用年数に応じて減価償却費として損金経理しますが、少額
のものは取得時に、その取得価額の全額を損金算入（即時償却）することが認められてい
ます。さらに、青色申告書を提出する中小企業者等の場合、取得価額30万円未満の減価償
却資産の即時償却が認められています。

Q09 いくら以上のものを減価償却資産にするの？

本　　則 特　　例
（中小企業者等のみ）

資産の取得価額 10万円未満 20万円未満 30万円未満

損金算入方法 全額損金算入 3年間均等償却 全額損金算入

限度額 ― ― 300万円以下（注）

償却資産税の取扱い 非課税 非課税 課税
（合計150万円以上）

（注）�この特例は、対象となる資産の取得価額の合計額が年間300万円を上限としており、その超える部分に係る減価償
却資産については適用対象から除外されます。

＜少額減価償却資産の取扱い＞

取得価額30万円未満の特例概要
この制度は、「中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例」といいます。

取得価額が30万円未満である減価償却資産を平成22年3月31日までの間に取得し、事業の用に
供した場合に適用されます。

★適用期間

青色申告者である中小企業者等に限られます（「中小企業者等」の範囲は18ページを参照）。
★適用対象

対象となる資産は、取得価額が30万円未満の減価償却資産です。ただし、事業年度における取得
価額の合計額が300万円（注）に達するまでの取得価額の合計額が限度となります。
（注）事業年度が1年に満たない場合には300万円を12で除し、これにその事業年度の月数を掛けた金額になります。

★対象資産と限度額

この制度の適用を受けるためには、法人税の確定申告書に『別表十六（七）少額減価償却資産
の取得価額の損金算入の特例に関する明細書』を添付する必要があります。
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（1）　�この特例は、租税特別措置法上の特別償却、税額控除、圧縮記帳との重複適用はできません。
また、取得価額が10万円未満のもの又は一括償却資産の損金算入制度（20万円未満）の適
用を受けるものについてもこの特例の適用はありません。

（2）　�この特例は、取得価額が30万円未満である減価償却資産について適用がありますので、器
具及び備品、機械・装置等の有形減価償却資産のほか、ソフトウェア、特許権、商標権等の
無形減価償却資産も対象となり、また、所有権移転外リース取引に係る賃借人が取得したと
される資産や、中古資産であっても対象となります。

★注意点

■少額減価償却資産の取得価額の判定
消費税の会計処理（税込経理方式又は税抜経理方式）によって異なります。

例）�税込30万4500円（税抜価格29万円）のパソコンを購入した場合、取得価額は税込経理方
式の場合は30万4500円、税抜経理方式の場合は29万円でそれぞれ判定されます。

少額減価償却資産の会計処理方法

具体例
期首にパソコン１台を１８万円（税込）で購入しました。
当社は、消費税の会計処理を税込経理方式で行っています。

償却方法 損金算入できる金額
少額減価償却制度による即時償却 18万円（全額）
一括償却制度による３年間で均等償却 18万円× １３  ＝６万円

通常の減価償却 18万円×0.625（注）≒11万円
（注）定率法・法定耐用年数４年の償却率です

（注）具体例は、万円未満四捨五入で計算しています。

損金算入できる少額減価償却資産の取得価額基準は「３０万円未満」ですが、少額繰延資産の取
得価額基準は「２０万円未満」です。また、資本的支出と修繕費の金額の基準は「２０万円未満」
となっています。いろいろな金額基準がありますので注意してください。

そうなのよ。よく知
っていたわね。少額
減価償却資産の損
金算入は、「新品」「中
古」を問わず、取得
価額が30万円未満
であればOKよ

いい質問ね。通常
の減価償却のように
「月数按分」はせず、
全額損金に算入で
きるの

すごいね、
じゃあ事業年度
途中の取得の場
合は、どう処理
すればいいの？

「中小企業投資促進
税制」や「中小企業
等基盤強化税制」
（18ページ以降参
照）では、「中古」
は適用外だけど、
少額減価償却資産
の特例は、「中古」
でも適 用できる
の？
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A. 代表的なものに、「中小企業投資促進税制」と「中小企業等基盤強化税制」があります。こ
れらの税制はどちらかの選択適用で、中小企業者等が設備投資等を行った場合には、特別
償却（30%）又は税額控除（7%）が認められます。

Q10 設備投資等を行った場合、
どのような優遇措置がありますか？

「中小企業投資促進税制」と「中小企業等基盤強化税制」との比較

青色申告書を提出する「中小企業者等」とは
＜「中小企業者等」の範囲＞
以下のような、法人・個人・組合等が該当します。

※ 個人の場合は、上記の常時使用従業員数のみが対象要件となります。
※ 資本金が１億円以下であっても、大規模法人（資本金1億円超）の子会社は対象外となります。

「法人」	 ・ ・・	（イ）�資本金が１億円以下の法人 
（ただし、大規模法人の子会社は除かれます）

	 ・ ・・	（ロ）�資本金を有しない法人のうち、常時使用する従業員の数が
1000人以下の法人

「個人」	 ・ ・・	（ハ）常時使用する従業員の数が1000人以下の個人

「その他」	・ ・・	（ニ）中小企業等協同組合、農業協同組合など

※（注）の解説は次ページをご覧ください。

中小企業投資促進税制と
中小企業等基盤強化税制Ⅴ
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■左記比較表の詳細は以下の通りです

「特別償却制度」と「税額控除制度」の取扱いの違い
「中小企業者等」と「特定中小企業者等」とでは、「特別償却制度」と「税額控除制度」との取扱いが
異なります。適用関係は以下の通りです。

区分 中小企業者等
（特定中小企業者等を除く）

特定中小企業者等
（注）

特別償却 ○ ○

税額控除 × ○

税額控除制度の適用については、特定中小企業者等に限定されています。

（注）「特定中小企業者等」の範囲
「中小企業者等」のうち、資本金が
3000万円（中小企業等基盤強化税制
での卸売業・小売業・サービス業は例
外として１億円）を超える法人以外の
法人・個人等をいいます。
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【適用事業年度】

問 中小企業投資促進税制は、その事業年度中に購入し、支払いを完了していれば活用できるのですか？

答 対象資産を購入し、支払いを完了させただけでは、この特例は適用できません。
この特例は、対象資産をその事業年度中に取得し、かつそれを「稼動」することが要件です。
その事業年度中に支払いが完了していなくても、取得し稼動していれば、この特例は適用できます。
（※中小企業等基盤強化税制も同様です）

【対象となる機械・装置】

問 機械･装置であれば、どんなものでも中小企業投資促進税制が活用できるのですか？

答 この特例が適用できる機械･装置は、あくまでも自己が業務で使用するものが対象となります。
（例）製造業者が業務用に購入した機械･装置、開発研究用の機械・装置
したがって、次のようなものは機械･装置であっても、この特例が適用できません。
・機械メーカーが販売用に製造した機械･装置
・レンタル会社が貸付用に保有している機械･装置　　（※中小企業等基盤強化税制も同様です）

【対象となる機械･装置の付随費用】

問 機械･装置の取得に際して、販売代理店に引取運賃と据付費用を支払ったのですが、これらのものも
中小企業投資促進税制の対象とすることができますか？

答 購入した機械･装置の取得価額は、購入代価に引取運賃、購入手数料その他資産の購入の為に要し
た費用の額を加算した額とされています。
したがって、機械･装置の引取運賃及び据付費用は、その機械の取得価額を構成する費用に該当し
ますので、中小企業投資促進税制の適用対象となります。
（※中小企業等基盤強化税制も同様です）

中小企業投資促進税制等に関するFAQ（よくある質問とその回答）

【対象となる電子計算機】

問 中小企業投資促進税制の対象となる「電子計算機」とは、どのようなものですか？

答 この税制の対象になる「電子計算機」とは次のようなものです。
計数型の電子計算機（主記憶装置にプログラムを任意に設定できる機構を有するものに限ります）
のうち、処理語長が16ビット以上で、かつ、設置時における記憶容量が（検査用ビットを除きます）
16メガバイト以上の記憶装置を有するものに限るものとし、これと同時に設置する付属の入出力装置
（入力用キーボード、ディジタイザー、タブレット、光学式読取装置、音声入力装置、表示装置、プリンタ
ー又はプロッターに限ります）、補助記憶装置、通信制御装置、伝送用装置（無線用のものを含みます）
又は電源装置を含みます。

【対象資産は新品】

問 中小企業投資促進税制の対象となる資産は、中古品でも良いのですか？

答 中古の資産は、この特例が使えません。
この特例は、取得又は製作の後、事業の用に供されたことのない、いわゆる「新
品」のものに限られます。　　（※中小企業等基盤強化税制も同様です）
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【対象となるデジタル複合機】

問 中小企業投資促進税制の対象となる「デジタル複合機」とは、どのようなものですか？

答 「デジタル複合機」とは、コピー機能やファックス機能、プリンター機能、スキャ
ナー機能といった複合的な機能を有する事務機器とされていますが、この税制の
対象となる「デジタル複合機」は、次の①～③のすべての機能を有するものです。
①紙面を光学的に読み取り、デジタル信号に変換し、色の濃度補正や縦横独
立変倍、画像記憶という機能
②外部入力されたデジタル信号を画像情報に変換する機能
③記憶した画像情報を保存・送信・紙面に出力する機能
また、この税制の適用を受けるためには、これらの3つの機能を有するデジタ
ル複合機が「インターネットに接続された」状態でなければならないとされてい
ます。
この「インターネットに接続された」状態とは、事業に使用する際にそのデジタ
ル複合機がインターネットによるデータの送受信ができるよう外部の回線と現に
接続できる状態であることをいいます。

【価額要件】

問 電子計算機とデジタル複合機の両方で取得価額が120万円以上であれば中小企業投資促進税制は
使えますか？

答 使えません。この制度の適用要件は、電子計算機とデジタル複合機の合計の取得価額ではありませ
ん。
この制度は、指定された器具及び備品ごとにその判定を行うこと、例えば電子計算機を何台か取得
した場合にはその取得価額の合計額により判定を行うものであり、電子計算機とデジタル複合機等
指定された器具及び備品のすべての取得価額の合計額によるものではありません。

【対象となるソフトウェア】

問 中小企業投資促進税制の対象となるソフトウェアとは、具体的にどういうものですか？

答 対象となるソフトウェアは、次のようなものをいいます。
業務用に使用されるワープロソフト・表計算ソフト・経理ソフト・給与ソフトの
他にも、イラストソフト・画像ソフト・CADソフトが該当します。
これらのソフトウェアは、減価償却資産として貸借対照表に計上される必要が
あり、30万円未満を即時償却できる少額減価償却資産の特例などを利用して
いる場合は、重複適用ができません。
また、ソフトウェア販売会社が市販するために開発したソフトの原本や、会社
が研究開発用のために購入したソフトウェアは適用されません。
これ以外に、適用されないものは次の通りです。
・ �サーバー用のオペレーティングシステム（ソフトウェアの実行をするために、
電子計算機の動作を直接制御する機能を有するソフトウェアをいう）

・ �データベース管理ソフトウェア（データベースの生成、操作、制御、管理を
する機能を有するソフトウェアであって、他のソフトウェアに対してその機能
を提供するものをいう。データベースとは数値、図形その他の情報の集合物
であって、それらの情報を電子計算機を用いて検索することができるように
体系的に構成するものをいう）、またはそのデータベース管理ソフトウェアに
かかるデータベースを構成する情報を加工する機能を有するソフトウェア

・ �連携ソフトウェア（適用除外ソフトウェアもあり）
・ �ファイアウォールソフトウェア（不正アクセスを防御するために、あらかじめ
設定された通信プロトコルに基づき電気通信信号を通過させる機能を有する
ソフトウェアであって、インターネットに対応するものをいう）
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【中小企業等基盤強化税制の器具・備品】

問 中小企業等基盤強化税制の器具・備品のうち一定の要件を満たす「電子式金銭登録機」と「携帯
式ターミナル装置」とは、どのようなものですか？

答 「電子式金銭登録機」は専ら電子式金銭登録機の動作の制御又はデータ処理を行う電子計算機（価
格計算機能のみを有するものは除きます）です。
また、これと同時に設置する専用ラベル作成装置、入出力装置、補助記憶装置、通信制御装置、
伝送用装置又は電源装置を含みます。
「携帯式ターミナル装置」は光学式読取装置により読み取られたデータの入力機構及び他の電子計
算機へデータを伝送するための出力機構並びにデータの記憶機能を有するものです。また、これと
同時に設置する専用の光学式読取装置、補助記憶装置、通信制御装置、伝送用装置又は電源装
置を含みます。
以上の２つの器具・備品については、例外的に「一事業年度中に新たに導入した合計額」で取得価
額の判定がなされます。

【対象となる業種】

問 中小企業投資促進税制と中小企業等基盤強化税制では対象となる業種が決められていますが、この
業種は会社の主業（「主たる事業」）である必要はありますか？

答 「主たる事業」でない場合でも適用可能です。例えば、複数の事業を営む会社が税制の対象となる
設備を導入し、主たる事業とは別の事業（「従たる事業」）のためにその設備を使用する場合において、
その「従たる事業」が税制の対象業種に該当していれば適用を受けられます。また、「主たる事業」
と「従たる事業」の両方にその設備を使用する場合においても、その設備を使用する事業のいずれ
かが税制の対象業種に該当していれば、適用を受けることが可能です。

【対象となる普通貨物自動車】

問 中小企業投資促進税制の対象となる「普通貨物自動車」とは、どのようなものですか？

答 この特例の対象になる「普通貨物自動車」とは、次の要件をすべて満たすもの
をいいます。
①貨物の運送の用に供される自動車であること。
（注）実際にその自動車を貨物の運送の用に供している必要があります。

②普通自動車であること。
（注）自動車の登録及び検査に関する申請書等の様式等を定める省令第3条第4号に掲げる
自動車検査証（いわゆる車検証）の「自動車の種別」欄が「普通」であることが必要です。

③車輌総重量が3.5トン以上であること。
（注）前述の車検証の「総重量」欄の数値が3.5トン以上であることが必要です。
なお、「フォークリフト」については、特殊自動車で普通貨物自動車に該当しないので、こ
の特例は適用できません。

【医療機器の取扱い】

問 医療機器は中小企業投資促進税制の対象となりますか？

答 診療用又は治療用として取得をし、事業の用に供した超音波診断装置、人工
腎臓装置、CTスキャナ装置、歯科診療用椅子などの医療機器は、「器具及び
備品」に該当し、「機械及び装置」には該当しません。このため、中小企業投
資促進税制の適用はありません。
（注）医療用機器については別の特別償却制度がありますので、対策となる設備や要件等の
詳細については、厚生労働省医政局総務課（電話：03-5253-1111（代））へお問い合わせ
ください。



中小企業税制　41問41答 23

Ⅴ　
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
と
中
小
企
業
等
基
盤
強
化
税
制

特別償却制度
特別償却制度とは、取得価額の30％を、通常の減価償却費とは別に追加計上できる制度です。通常の
償却費はそのままに、さらに追加で特別償却費を計上することができるので、該当資産を事業に使用し
始めた年度の減価償却費が大きくなり、結果、その事業年度の納税額が少なくなります。

A. この制度を使うことによって、事業に使用し始めた年度の減価償却費を増やしたり（特別償
却制度）、一定の税額の控除を受けること（税額控除制度）ができます。結果、事業に使用
し始めた年度の納税額が少なくなります。

Q11 どんなメリットがありますか？

さら
に

事業に使用し始めた
年度の減価償却費

特 別 償 却 費
取得価額×30%

＋
通 常 の 減 価 償 却 費

税額控除制度
税額控除制度とは、取得価額の７％かその事業年度の法人税額の20％を限度として、いずれか少ないほ
うを、その事業年度の法人税額から控除できる制度です。ダイレクトに税金を減額することができます
ので、該当資産を事業に使用し始めた年度の納税額が少なくなります。

税額控除適用前の法人税額

税額控除適用後の法人税額 税額控除額

税額控除額は、
「取得価額×7%」と、
「法人税額の20%」
の少ないほうが
適用される

税負担軽減

■「特別償却制度」と「税額控除制度」の選択について
「特別償却制度」と「税額控除制度」は重複適用できず、どちらかの選択適用となります。特別
償却のほうは初年度の減価償却額が大きくなりますが、税負担の面で考えると、次年度以降の
償却額が少なくなることになりますので、税額控除のほうが長い目で見て有利になる場合があり
ます。ただ、会社の資金繰りを考えて、その期の内部資金を手厚くしたいという場合もあります
ので、会社の財務内容に応じて慎重に選択しましょう。

税額控除額はその期の法人税額の20％を限度としますが、限度を超過した分は、
翌事業年度に繰越して適用することができます。その場合は、必ず繰越す旨を法人
税の確定申告書の別表（25ページ参照）に記載しましょう。

当事業年度に、「取得価額×30％」の特別償却限度額まで償却しなかった場合には、
翌事業年度に限り、その償却不足額を繰越すことができます。その場合は、必ず繰
越す旨を法人税の確定申告書の別表（24ページ参照）に記載しましょう。
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特別償却制度の具体例
≪参　考　例≫

・事業年度　平成21年４月　～　平成22年３月
・特別償却前の課税所得金額　800万円
・機械の購入・使用開始月　平成22年３月
・機械の取得価額　1000万円

＜算定にあたっての条件＞

＜効果の検証＞
（単位：万円）

項　　　目 特別償却あり 特別償却なし 効　　果
①特別償却前課税所得 800 800 ――
②特　別　償　却　費 300 0 300
③課税所得（① － ②） 500 800 ▲300
④法人税額（③×18％） 90 144 ▲54

平成21年４月１日から平成23年３月31日までに終了する事業年度については、中小法人等の法人
税の軽減税率は18％になります。

通常の償却費の他に、取得価額の30％の特別償却費が計上されます。

特別償却費1000万円 × 30％ ＝ 300万円
※�特別償却費は、通常の減価償却と異なり、事業使用期間における月数按分は行いません。�
償却割合の30％がそのまま特別償却費となります。

＜解　　　説＞

軽　減　額　　300万円×18％＝54万円

54万円 ➡ 当該事業年度の法人税が少なくなります。

特別償却制度は、将来の減価償却費の先取りであるため、設備の耐用年数期間中の償却費の合
計は同じになります。結果、翌期以降の償却費は少なくなります。

特別償却制度の活用ポイント

いいえ。法人の場合は法人税の確定申告書『特別償却の付表（二）』もしくは『特別償却の付表（三）』
を確定申告書に添付するだけです。ただし、書類保存義務はありますので、該当設備の詳細がわ
かる契約書や見積書・請求書・カタログなどの書類は必ず保管しておきましょう。

■添付書類などは煩雑ですか？

翌事業年度に限り可能です。その際はその旨を、法人の場合は法人税の確定申告書の『別表十六 
（一）』もしくは『別表十六（二）』に記載してください。

■限度額まで償却しなかった場合の繰越しはできますか？

リース取引の対象とされる資産については、特別償却の適用はできないこととなっています。
■リースではだめですか？
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税額控除制度の具体例
≪参　考　例≫

・事業年度　平成21年４月　～　平成22年３月
・特別償却前の課税所得金額　800万円
・機械の購入・使用開始月　平成22年３月
・機械の取得価額　1000万円

＜算定にあたっての条件＞

＜効果の検証＞
（単位：万円）

項　　　目 税額控除あり 税額控除なし 効　　果
① 課 　 税 　 所 　 得 800 800 ――
②法人税額（①×18％） 144 144 ――
③税　額　控　除　額 29 ―― 29
④納付法人税額（②－③） 115 144 ▲29
平成21年４月１日から平成23年３月31日までに終了する事業年度については、中小法人等の法人
税の軽減税率は18％になります。
上記例は、万円未満四捨五入で計算しております。

通常の償却費の他に、法人税額の20％が税額控除されます。

税額控除額｛事業年度の法人税額ベース144万円×20％＝29万円＜適用＞
取得価額ベース 1000万円×７％＝70万円

残額の41万円は翌事業年度に繰り越して、税額控除の対象となります。

＜解　　　説＞

軽　減　額　　144万円×20％＝29万円

29万円 ➡ 当該事業年度の法人税が少なくなります。

これらのケースの場合は特別償却制度の節税額が大きくなっていますが、個々の条件により結論
が逆になることもあるので注意が必要です。

税額控除制度の活用ポイント

いいえ。法人の場合は法人税の確定申告書『別表六（十一）』もしくは『別表六（十四）』を確定申
告書に添付するだけです。ただし、書類保存義務はありますので、該当設備の詳細がわかる契約
書や見積書・請求書・カタログなどの書類は必ず保管しておきましょう。

■添付書類などは煩雑ですか？

翌事業年度に限り可能です。その際はその旨を、法人の場合は法人税の確定申告書の『別表六（十
一）』もしくは『別表六（十四）』に記載してください。

■�事業に使用し始めた年度において取得価額の７％まで控除できなかった場合
の税額控除限度額の繰越しはできるの？

ファイナンス・リース取引について税額控除の規定は適用されます。なお、所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引に係る「リース税額控除」は平成20年３月31日をもって廃止されました。

■リースではだめですか？
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情報基盤強化税制Ⅵ

A. この制度は青色申告者（法人及び個人事業者）が、同税制で定めた対象設備を一定の金額
以上取得した場合には、基準取得価額に対して10％の税額控除又は50％の特別償却が認
められる制度です。

Q12 一定の情報化投資を行った場合に「情報基盤強化税制」
が使えると聞きましたが、どんな制度なのですか？

対象設備

（1） 基本システム（①又は②）

① サーバー用OS（オペレー
ティングシステム）（※1） ソフトウェア

② ①がインストールされたサ
ーバー ハードウェア

（2） データベース管理ソフトウェ
ア
（①又は②）

① データベース管理ソフトウ
ェア（ＤＢＭＳ）（※1） ソフトウェア

② DBMS（※1） ＋ 当該DBMS
の機能を利用するアプリケー
ションソフトウェア

ソフトウェア

（3） 連携ソフトウエア（※2） ソフトウェア

（4） ファイアウォール（※1）
（（1）～（3）のいずれかと同時に取得され
るものに限ります）

ソフトウェア・ハードウェ
ア

※ 中古資産は対象にはなりません。
※1 ISO/IEC 15408に基づいて評価・認証されたもの。
※2 �情報処理の促進に関する法律第3条第1項に規定する電子計算機利用高度化計画（平成20年経済産業大臣告示第61
号）において定められたプログラムとして独立行政法人情報処理推進機構（以下「IPA」）により技術上の評価を受け
たもの（平成20年4月1日以降に取得したものに限ります）。

対象法人 取得価額の合計額

資本金10億円超の法人 1億円以上

資本金1億円超10億円以下の法人 3000万円以上

資本金1億円以下の法人又は個人
事業者 70万円以上

取得価額の合計額
本税制の適用を受けるためには、
当該事業年度において対象設備等
の全ての取得価額の合計額が一定
金額以上となることが必要です。こ
の要件は、資本金の額に応じて次
のように定められています。

★適用期間：平成22年３月31日までに取得して、事業の用に供した対象設備等について適用されます

ISO／IEC15408とは、「情報セキュリティの国際標準」とされるものです。1996年６月に各国が独自に実
施してきた情報セキュリティの評価の認証基準を共通化・統合化した上で国際規格として認証されました。
具体的なISO／IEC15408に基づく評価・認証製品等、詳細については独立行政法人情報処理推進機構
のホームページをご覧ください。
http://www.ipa.go.jp/security/tax/
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「税額控除」と「特別償却」の選択適用
どちらの制度を選択する場合においても、「基準取得価額」は下記の通りです。

基準取得価額＝取得価額×70％

税額控除額はその期の法人税額の20％を限度とし、限度を超過した分は、翌事業年度に繰越し
て適用することができます。

当事業年度に、「基準取得価額×50％」の特別償却限度額まで償却しなかった場合には、翌事
業年度に限り、その償却不足額を繰越すことができます。

この制度では、当期に支払うべき法人税額から一定割合を控除します。

基準取得価額の合計額×10％（結果、取得価額の７％相当を税額控除）

税額控除制度

この制度では、対象となる設備等について、事業の用に供した最初の事業年度において、その資産
の基準取得価額の一定割合相当額を普通償却限度額に加算して償却します。

基準取得価額×50％（結果、取得価額の35％相当を特別償却）

特別償却制度

この制度の適用を受けるためには、法人税の確定申告書に『別表六（二十一）』（税額控除の場合）、
もしくは『別表十六（一）および（二）』と『特別償却の付表（五）』（特別償却の場合）を添付す
る必要があります。

この優遇措置は「中
古」のものでも適用
されるの？

残念ながら、この優
遇措置は取得又は製
作の後、事業に供さ
れたことのない、い
わゆる「新品」のみし
か認められないのよ

それと、平成20年4月1日
以後に締結する所有権移
転外ファイナンス・リース
取引にかかわる契約によ
って取得した情報基盤強
化設備等については、特
別償却制度の適用はあり
ません。ただし、税額控
除については取得にかか
わる税制控除の適用があ
るので、注意が必要よ
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A.「エネルギー需給構造投資促進税制」（略称以下：エネ革税制）は、エネルギーの需要・供
給両面の構造改革を推進する観点から、青色申告者がエネルギー需給構造改革推進設備を
取得、製作または建設し、一定の事業に使用し始めた事業年度に特別償却または税額控除
の適用が受けられる制度です。なお、税額控除の適用を受けられるのは中小企業者等に限
定されています。

Q13 「エネルギー需給構造投資促進税制」（エネ革税制）とは
何ですか？

改正のポイント
エネ革税制は、従来は取得価額の３０％の特別償却が認められていましたが、平成２１年度税制改正に
より、平成２１年４月１日から平成２３年３月３１日までに取得、製作または建設し、事業の用に供したエ
ネルギー需給構造改革推進設備については、初年度にその全額を償却できることとされました。

〈 改 正 前 〉

取得価額
30%
特別償却

特別償却

（未償却部分）

初年度に
全額償却
（即時償却）

通常の
減価償却

通常の
減価償却

〈 改 正 後 〉

また、中小企業者等においては、これまで通り取得価額の７％か、その事業年度の法人税額の20％を限度と
していずれか低い金額を、当該事業年度の法人税額から直接控除できます。

そんなことはないわ。法人
の場合は法人税の確定申
告書『特別償却の付表（一）』
を確定申告書に添付するだ
けです（※）。ただし、書類
保存義務はありますので該
当設備の詳細がわかる契約
書や見積書・請求書・カタ
ログなどの書類は必ず保管
しておきましょう

エネルギー需給構造
投資促進税制Ⅶ

改 正

＜改正前後の比較＞

どんな設備が
対象となるの
かなあ？

申告のための
添付書類など
は煩雑なの？

詳しいことは、財団法人省エネ
ルギーセンターのホームページ
（http://www.eccj.or.jp/）を
見てね

エネ革税制の対象となるエネルギ
ー需給構造改革推進設備は、平成
20年度に改正された際に、対象の
設備が増えたのよ。全88設備にな
ったんだけど、特にエネルギー使
用合理化設備などが増えたわね

※税額控除の場合は別表六（十）を添付します。
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「エネ革税制」活用ポイント Q & A

Q2.　リース、貸付設備又は中古設備も対象となるのでしょうか？
A.　�貸付設備又は中古設備は対象となりません。リース取引による取得については、税額控除のみ適用

可能です（特別償却には適用されません）。

Q5.　他の租税特別措置と併せて使えるのでしょうか？
A.　同一の設備について他の税制との重複適用は認められません。

Q1.　エネ革税制対象設備とはどのような設備があるのですか？
A.　�省エネルギー性が高く、高効率な設備等を対象としています。「エネルギー有効利用製造設備等（4

設備）」、「エネルギー有効利用付加設備等（20設備）」、「電気・ガス需要平準化設備（1設備）」、「新
エネルギー利用設備等（15設備）」、「その他の石油代替エネルギー利用設備等（15設備）」、「エネル
ギー使用合理化設備（26設備）」、「エネルギー使用制御設備（6設備）」と「配電多重化設備（1設備）」
があります。それぞれ対象設備となる範囲が定められています。

Q3.　中小企業者等であるかの判定はいつを基準にするのでしょうか？
A.　�「中小企業者等」であるかどうかは、対象設備を事業の用に供した日の現況によって判定されます。

Q4.　対象設備の取得価額に入れられる費用はどのようなものですか？
A.　�設備の購入代金（購入手数料等を含む）又は製作費（原材料、設備費、製作に従事した従業員の賃金、

手当、福利厚生費を含む）に加えて、引取運賃、荷役費、運送保険料、据付費等を含むと解されます。

Q6.　�［別表１～３］の設備を取得した場合の証明制度とはどのようなものですか？
A.　�「エネ革税制」の活用を促進する観点から、この税制の対象設備のうち、[別表１]「エネルギー有効

利用製造設備等」、[別表２]「エネルギー有効利用付加設備等」及び[別表３]「電気・ガス需要平準化
設備」のメーカー等の関係事業者団体（工業会等）がエネルギー需給構造改革推進設備の仕様等の
証明書を発行する制度です。この証明書を税務申告の際に添付して提出すればスムーズに申告手続
きができます。

　　�　ただし、この制度は、強制されるものではなく、この証明書がないからといって不利な扱いを受け
ることはありません。

【別表1～3】※1の設備を取得した場合の証明制度のスキーム

資源エネルギー庁 各省庁

（財）省エネルギーセンター

エネ革対象設備のユーザー
（納税者）

所轄の税務署

工業会等

エネ革対象設備のメーカー等

証明内容に疑義が
生じた場合の協議等

証明書発行状況
報告書（1通）

税務申告の際、確定申告書等に
証明書を添付することができる

証明内容のチェック後
証明書送付

設備納入

証明書及び
その写し（2通）
を提出。必要に応じ
図面等を送付する

本制度の運用に
関する指導

証明内容に
疑義が生じた
場合協議証明書写し（1通）と

証明書発行状況報告書
（1通）を提出

※１　[ 別表１ ] エネルギー有効利用製造設備
等、[別表２] エネルギー有効利用付加設
備等及び、[別表３] 電気・ガス需要平準
化設備に指定する設備が対象です。

証明書用紙の発行
発行後に整理
番号を記載
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「リース取引に関する会計基準」の改正に伴い、これまでの賃貸借取引として取り扱われていた所
有権移転外ファイナンス・リース取引は、平成20年４月１日以後に締結する取引から売買取引とみ
なされることになりました。このため、リース取引における税額控除制度の取扱いも改正されました。

リースの税務上の取扱いが改正されています（平成20年度～）

リース取引の税務上の分類
税務上、リース取引は次のように分類されます。

リース取引の条件

ファイナンス・リース取引

次のいずれも満たすリース取引
①解約不能（事実上解約不能も含む）
②フルペイアウト（ほとんどすべてのコスト
を負担する）

次のいずれかに該当
①所有権移転条項付リース
②割安購入選択権付リース
③特別仕様のリース

所有権移転ファイナンス・リース
（従来どおり売買取引）

オペレーティング・リース
（従来どおり賃貸借取引）

所有権移転外ファイナンス・リース
（平成20年4月以降は売買取引）

〈変更点〉

NO

NO

YES

YES

所有権移転外ファイナンス・リース取引の取扱い
平成20年４月１日以後に締結するリース契約から、リース税制の取扱いが変わりました。
①改正の内容
　所有権移転外ファイナンス・リース取引は、原則「売買処理」を行う必要があります。
②リース資産の減価償却方法
　減価償却の計算は、「リース期間定額法」により行います。

償却限度額＝（リース資産の取得価額－残価保証額）× その事業年度におけるリース期間の月数
リース期間の月数

※ リース資産の取得価額は、原則としてそのリース期間中に支払うべきリース料の合計額によります。
※ �残価保証額は、リース期間終了の時にリース資産の処分価額が所有権移転外ファイナンス・リース取引
に係る契約において定められている保証額に満たない場合にその満たない部分の金額を当該所有権移
転外ファイナンス・リース取引に係る貸借人がその賃貸人に支払うこととされている場合におけるその保
証額をいいます。

③税額控除と特別償却の適用関係
　�中小企業投資促進税制、中小企業等基盤強化税制、情報基盤強化税制、エネ革税制

などの適用については、税額控除の適用はできますが、特別償却の適用はできません。

リースの税務上の取扱いについて

リース税制の改正により、中小企業においても売買処理の経理を行う必要があり
ます。しかしながら、中小企業が賃貸借処理を行い、「賃借料」として損金経理し
た場合は、その額を償却費として損金経理した金額に含めることができます。なお、
賃借料として損金経理をした金額がリース期間定額法により計算される償却限度
額と同額であれば、法人税の確定申告書に『別表十六（四）』を添付する必要はあ
りません。

〔コラム〕
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A. 単年度の教育訓練費が一定水準を上回っていれば、人材投資促進税制による税額控除の適
用を受けることができます。

Q14 人材投資（従業員の研修など）を行った場合に使える税制
はありますか？

制度の概要
この制度は、教育訓練費の総額に労務費に占める教育訓練費の割合に応じた控除率（８％～12％）を
乗じた額を税額控除するもので、労務費に占める教育訓練費の割合が0.15％以上の場合に適用できます。
税額控除率は、次の算式で計算します。

税額控除額は、適用を受ける事業年度の労務費に占める教育訓練費の割合（教育訓練費÷労務費、以下「教
育訓練費割合」といいます）に応じて、次の①～③に示した方法に従って計算します。

税額控除額の計算方法

人材投資促進税制Ⅷ

税額控除率＝８％＋（教育訓練費
労務費

－0.15％）×40
（注）�ただし、上記算式で計算した控除税額が、その事業年度の法人税額の20％相当額を超える場合は、20％相当額を

限度とします。なお、限度額を超過した分については、翌期に繰り越すことはできません。

〈税額控除率のイメージ〉

(教育訓練費割合）

③

②
①

12%

8%

0.15% 0.25%

（
税
額
控
除
率
）

①�教育訓練費割合が0.25％以上の場合
　税額控除額＝教育訓練費×12％
②�教育訓練費割合が0.15％以上0.25
％未満の場合
　�税額控除額＝教育訓練費×{８％＋
（教育訓練費割合―0.15％）×40}
③�教育訓練費割合が0.15％未満の場合
　本制度を利用することはできません

＜教育訓練の対象者の範囲＞
対象となる者 対象外となる者

その法人の使用人又は
個人のその事業に係る
使用人

・その法人の役員又は個人事業主、使用人兼務役員
・その法人の役員又は個人事業主の親族
・入社予定の内定者等

（注）使用人とは、正社員、契約社員、パート、アルバイト、請負社員、派遣社員、その他その法人又は個人から対価を受け取っ
て業務を遂行する者をいいます。

★適用期間：平成20年4月1日以後から平成23年3月31日までに開始する事業年度において適用されます。
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A. この税制の対象となる教育訓練費は、使用人の職務に必要な技術や知識を習得させ、また、
向上させるために支出する費用で以下に示すものです。

Q15 対象となる教育訓練費とは何ですか？

外部講師謝金等

外部の講師、指導員を招へいする費用
【対象とならないもの】
自社の役員又は使用人を、講師等として講義等を行わせた場合の費用（人
件費「講師料、日当を含む」）

外部施設等使用料

外部の施設、設備、器具等を賃借する費用
【対象とならないもの】
○研修施設、訓練用施設等の取得に要する費用（減価償却費等）
○自社が所有する施設等の使用に要する費用（光熱費、維持管理費等）

教科書その他の教材費

教科書等の教材を購入又は開発委託する費用
【対象とならないもの】
自社で教科書等を製作した場合の費用（人件費、材料購入費）等
教育訓練用のソフトウェアに係る費用　　他

研修プログラム等の
開発委託費

外部に研修内容等の作成を委託する費用

教科書等については、使用可能期間が１年未満のもの又は、取得価額が１０万円未満のもので、適用事業年度に損金算入したも
のが対象になります。

＜自社で行う研修に係る費用＞

研修委託費 外部研修参加費

外部に委託して教育訓練等を行わせる費用
【具体例】
他の者（注）に対して支払う費用
⇒講師の人件費、教科書、教材費、施設使
用料等の委託費用

（注）事業として教育訓練を行っている外
部教育機関（民間教育会社、公共職業訓練
機関、商工会議所等）、その他の一般企業

外部が行う教育訓練等に参加させる費用
【具体例】
講演会・講習会（参加料）、通信教育（受講料）、研修講座・
研修セミナー（受講料）、技術指導（指導料）

＜他社が行う研修に係る費用＞

教育訓練費の額から控除されるもの
その教育訓練費に充てるために他の者から支払
いを受ける金額がある場合には、当該金額を控
除した金額とします。具体的には次のようなもの
があります。
①国等から教育訓練費に充てるために交付を受
けた補助金
②受託教育訓練費の額

注）�法人税額がゼロの場合は、本制度の適用を受けるこ
とはできません。また、人材投資促進税制における
税額控除額を翌期に繰り越すことはできません。

法人税の確定申告書に『別表六（十四）事業
基盤強化設備を取得した場合等の法人税額
の特別控除に関する明細書』を添付するとと
もに、様式は自由ですが、『教育訓練等を行
った年月日、教育訓練の内容や参加した使用
人の氏名、支出先等の必要事項を記載した書
類』を提出する必要があります。
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A. 具体例を通して見ていきましょう。

Q16 人材投資促進税制の具体的な活用例を教えてください

＜具体的な計算例＞

①当期の教育訓練費の額＝100万円

②当期の労務費の額＝50,000万円（給与+法定福利費+教育訓練費）

③教育訓練費の割合

去 年 の 算 式 参 照 ＝ 100万円
50,000万円＝0.20％≧0.15％

④税 額 控 除 率 ＝8％+（0.20％（教育訓練費の割合③）－0.15％）×40＝10％

税 額 控 除 額 ＝当期の教育訓練費の額（上記①）×税額控除率（上記④）＝100万円×10％＝10万円

控 除 限 度 額 　法人税額（上記前提条件）×20％　　　150万円×20％＝30万円

じゃあ、社員
が資格を取得した
場合に、法人等が支
払う報奨金は、教
育訓練費に含ま
れるの？

報奨金等は
教育訓練費には
含まれないので、
注意してね

例）当期の教育訓練費の額･･･････････････････100万円

当期の労務費の額･･･････････････････50,000万円

法人税額･･･････････････････････････････150万円

教育訓練の一環
として、資格・検定
試験が行われたかどう
かが大切なのよ。その一
環であれば、教育訓練
費に含むことができ
るわ

従業員が資格・
検定試験を受験し
た際の受験料を法人
等が負担した場合、
教育訓練費に含ま
れるの？
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中小企業者等向けの、代表的で、使って得られる効果の大きい税制です。

Q17 試験研究を行った場合、中小企業者等には
どのような優遇措置がありますか？

試験研究税制Ⅸ

制度の概要
青色申告書を提出する中小企業者等（18ページ参照）は、試験研究費の総額に対して、次の控除率によ
る税額控除が認められています。
①試験研究費の総額についてはその12％が控除できますが、それとは別に②比較試験研究費を上回る部
分に5％を乗じた金額を控除するか、③平均売上金額（※１）の10％を上回る部分に税額控除割合を乗じた
金額を控除するかが選択できます。結果的には、①総額型＋②増加型又は①総額型＋③高水準型のい
ずれか有利な方を選択する事ができますが、税額控除限度額は①については法人税額の30％、②又は③
については法人税額の10％相当額を限度とします。

①総額型 ②増加型 ③高水準型

試験研究費の総額 比較試験研究費を
上回る部分

平均売上金額×10％を
上回る部分

税額控除率 12％ 5％（上乗せ措置） 税額控除割合（※2）
税額控除限度額 当期法人税額の30％相当額 当期法人税額の10％相当額 当期法人税額の10％相当額
適用期限 恒久措置（注） 平成22年3月末 平成22年3月末

（注） �経済危機対策として時限的な拡充が行われています（下記POINT参照）

※1　�平均売上金額＝�適用年度及び適用年度開始の日前３年以内に開始した各事業年度の売上金額の平均額

※2　�税額控除割合＝（試験研究費割合（注）－10％）×0.2 （注）試験研究費割合＝ 試験研究費
　売上高

青色申告書を提出する中小企業者等です（18ページ参照）。
★適用対象事業者

試験研究費とは、製品の製造又は技術の改良、考案若しくは発明に係る試験研究のために要する費
用です（36ページ参照）。

★対象となる試験研究費

改 正

経済危機対策における研究開発税制の拡充
（１）平成21年度及び平成22年度に開始した事業年度の特例

平成21年４月１日から平成23年３月31日までの間に開始する事業年度における税額控除の適用を
受けることができる限度額が、当期の法人税額の20％から30％に引き上げられました。

（２）平成23年度に開始した事業年度の特例
平成23年４月1日から平成24年３月31日までの間に開始する事業年度において税額控除限度超過
額を繰越控除する場合には、繰越控除の対象となる金額に平成21年度に生じた繰越税額控除限度
超過額を含めることになりました。この場合に、繰越控除の適用を受けることができる限度額は、
当期の法人税額の30％になります。

（３）平成24年度に開始した事業年度の特例
平成24年４月1日から平成25年３月31日までの間に開始する事業年度において税額控除限度超過
額を繰越控除する場合には、繰越控除の対象となる金額に平成21年度又は平成22年度に生じた繰
越税額控除限度超過額を含めることになりました。この場合に、繰越控除の適用を受けることがで
きる限度額は、当期の法人税額の30％になります。

（４）その他所要の規定の整備
上記(1)から(3)までの措置の改正に伴い、一事業年度において複数の法人税の特別税額控除制度の適用
を受けることができる場合には、これらの特別税額控除制度による控除税額の合計額のうち、当期の法
人税額を超える部分の金額は、繰越税額控除限度超過額として繰越控除できることを明確化します。
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A. 中小企業者等だけでなく、すべての事業者に活用できるものとして、次の２つの税制措置が
あります。

Q18 試験研究を行った場合のその他の税制措置についても
教えてください

試験研究費の総額に係る特別税額控除制度
青色申告書を提出する法人が支出した試験研究費の総額に対して、試験研究費割合によって次のような
税額控除が認められています。なお、下記①については、時限的な拡充が行われています（前ページ
POINTと同様）

①総額型 ②増加型 ③高水準型

試験研究費割合（α） 試験研究費の総額 比較試験研究費を
上回る部分

平均売上金額×10％を
上回る部分

10％以上の場合 10％
5％（上乗せ措置） ※税額控除割合

10％未満の場合 8％＋（α）×0.2

税額控除限度額 当期法人税額の
30％相当額

当期法人税額の
10％相当額

当期法人税額の
10％相当額

適用期限 恒久措置 平成22年3月末 平成22年3月末

（注）試験研究費割合（α）＝ 当該事業年度の試験研究費の総額
当該事業年度を含む過去４年間の平均売上金額

※税額控除割合＝（試験研究費割合（注1）－10％）×0.2

（注1）試験研究費割合＝ 試験研究費
売上高

産学官連携の共同研究・委託研究に係る特別税額控除制度
青色申告書を提出する法人が支出した企業と大学、公的研究機関等との共同試験研究及びこれらに対
する委託試験研究に係る試験研究費（特別試験研究費）の額に対して、１２％の税額控除が認められて
います。

①総額型＋②増加型
比較試験研究費（前3期平均）700億円：当期試験研究費1000億円の計算例

①総額型＋③高水準型
平均売上金額5000億円：試験研究費1000億円（試験研究費割合10%以上）の計算例

700億円

前３期の平均 税額控除額

比較試験

研究費

1000億円 300億円

②15億円
＋

①90億円
（9%で計算）

②上限：法人税額の10% ①と②は別枠。
上限を合わせると、
上限：法人税額の40%①上限：法人税額の30%

②

①

当期の

試験研究費

増加額

×5%

×8～10%
※中小・産学官連携は12%

500億円

税額控除額

平均売上
金額
×
10%

1000億円 500億円

②10億円
＋

①100億円
（10%で計算）

②上限：法人税額の10% ①と②は別枠。
上限を合わせると、
上限：法人税額の40%①上限：法人税額の30%

②

①

当期の

試験研究費

試験研究費
－

平均売上金額×10%

×税額控除割合

※税額控除割合＝（試験研究費割合－10%）×0.2
　試験研究費割合20%につき、税額控除割合＝2%

×8～10%
※中小・産学官連携は12%

具体例

改 正
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A. 対象となる「試験研究」及び「その費用（試験研究費）」は、次の通りです。

Q19 対象となる「試験研究」及び「その費用」とは、
どういうものですか？

「試験研究」の内容
・製品の製造又はサービスの提供に係る試験研究
・技術の改良、考案又は発明に係る試験研究

対象となる試験研究費
試験研究を行うために要する次の費用が対象となります。ただし、試験研究費に充てるため、他の者か
ら支払いを受ける金額は除きます。
・ 原材料費
・ 人件費（専門的知識をもって試験研究の業務に専ら従事する者に係るものに限る）
・ 経費（試験研究に使用する機械等の減価償却費を含む）
・ 外部への委託試験研究費等
・ 繰延資産としている試験研究費の償却費等

試験研究費に含まれる人件費の対象となる費用
人件費の計算においては、試験研究プロジェクトの担当業務に係る賃金・給与、諸手当、賞与、退職金、
法定福利費（健康保険法、雇用保険法等による事業主負担額）、厚生福利費（医務、衛生、保険その他
の従業員の厚生福利に係る費用）等が含まれます（但し、教育訓練費や従業員募集費等従業員を雇用す
るに当たって支出することとなる間接的な費用は含まれません）。なお、法人の所得金額の計算上、損金
の額に算入されることが前提となります。

また、例えば役員が試験研究プロジェクトに従事するような場合では、その役員が、試験研究担当業務
としての職務を有し、前述の条件（「専門的知識をもって当該試験研究の業務に専ら従事する者」）を満
たすものである限り、その役員に対する報酬についても、適用対象となり得ると考えられます。但し、そ
の場合、当該役員の研究業務の実態や社内の他の研究者に対する人件費等から鑑みて、当該報酬が研
究者の職務に対するものとして相応のものでなければならないと考えるべきです。

試験研究担当業務以外の業務と兼務する者の人件費について、中小企業庁では国税庁に対して照会を行い、その結果が国税庁
より個別通達（試験研究費税額控除制度における人件費に係る「専ら」要件の税務上の取扱いについて）として次のホームペ
ージに掲載されています。
http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/joho-zeikaishaku/hojin/031225/01.htm

試験研究費に含ま
れる人件費って、いろい
ろと細かく決まっているんだ
ね。じゃあ、たとえば研究所で
の実験が物理的に不可能で、研究
所機能を代替する施設を活用し
て、専門的な知識をもった技術
者が専ら従事した場合、その
人件費は試験研究費に
含められるの？

その試験研究に専
ら従事する技術者の人件
費なら、試験研究費に含め
ても問題ないわ。ただ、現地
において技術者が従事している
ことについては、調査報告書
や勤務報告書で確認できる
ように整理しておく必要
があります。
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A. 次のような前提条件で、具体的な計算を行います。

Q20 対象となる人件費の具体的な活用例を示してください

試験研究担当業務以外の業務と兼務する者の人件費を試験研究費として計上するには、「当該者
の担当業務への従事状況が明確に区分され、当該担当業務に係る人件費が適正に計算されてい
ること」が必要です。このため、試験研究プロジェクトの計画書・報告書や兼務者がその試験研
究プロジェクトに従事した期間・費用が明確に分かる勤務記録等が必要となります。

Ｄ社の事例
・微生物培養装置に関する試験研究のプロジェクト（プロジェクト総期間8ヶ月）
・プロジェクトスケジュール
　　設計：1/1～1/31　　開発：2/1～3/31　　試作：4/1～6/30
　　性能評価・分析：7/1～8/31のうち、断続的に実働延べ30日間性能評価・分析に従事
・試験研究の従事者の人数　４名
　　Ａ氏（設計部）　プロジェクト担当業務：今回の培養装置開発のプロジェクトリーダー
　　Ｂ氏（生産部）　プロジェクト担当業務：同プロジェクトにおける培養装置の設計、試作
　　Ｃ氏（生産部）　プロジェクト担当業務：同プロジェクトにおける培養装置の開発
　　Ｄ氏（検査部）　プロジェクト担当業務：�同プロジェクトにおける培養装置の性能評価・

分析

Ｄ社の例では色塗りの部分の人件費が全て試験研究費の対象となります。
この場合、性能評価・分析については、その業務の特殊性等から、期間的に間隔を置きながら行わ
れましたが、性能評価・分析が行われる時期において専属的に従事したA氏及びD氏についても、そ
の従事した実働期間に対応する部分の人件費が対象となります。

設計 開発 試作 性能評価・分析

D社の試験研究プロジェクト期間
1/1 2/1 3/1 4/1 5/1 6/1 7/1 8/1 9/1

D社の試験研究業務
（フェーズ）

従事者A氏

従事者B氏

従事者C氏

従事者D氏

Ｄ社の試験研究プロジェクトに対する研究者の従事状況

Ａ氏 	 450万円＝	60万円（1/1～1/31分人件費）＋120万円（2/1～3/31分人件費）＋180万円（4/1
～6/30分人件費）＋90万円（7/1～8/31の2ヶ月（総実働40日）のうち、性能評価・分析
に従事した期間が実働延べ30日であるので、2ヶ月の人件費120万円の40分の30である
90万円を、合理的な方法により計算した人件費として計上）

B氏 	 120万円＝	30万円（1/1～1/31分人件費）＋90万円（4/1～6/30分人件費）

C氏 	 60万円（2/1～3/31分人件費）

D氏 	 45万円（7/1～8/31の２ヶ月（総実働40日）のうち、性能評価・分析に従事した期間が実働延べ30
日であるので、2ヶ月の人件費60万円の40分の30である45万円を、合理的な方法により
計算した人件費として計上）

計算例
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事業承継に関する税制Ⅹ

A. 平成21年度の税制改正では、事業承継税制に関して抜本的な改正が行われました。以下の
ページでは、次のようなケースに従って事業承継に関連する税制について解説しています。

Q21 事業承継を円滑に行うための税制等には、どのようなもの
がありますか？

ケース 掲載内容 ページ数

相続税・贈与税の
基本的な仕組みを知りたい

相続税・贈与税の基本的な仕組み 39ページ

暦年課税制度と相続時精算課税制度の比較 40ページ

暦年課税制度と相続時精算課税制度の
具体的な計算例 41ページ

円滑な事業承継を行うための
相続税や贈与税の特例制度に
ついて知りたい

非上場株式についての相続税の納税猶予制度 42、43ページ

納税が猶予される相続税などの計算方法 44ページ

非上場株式についての贈与税の納税猶予制度 45、46ページ

納税が猶予される贈与税などの計算方法 47ページ

贈与税の納税猶予制度に関して
先代経営者（贈与者）が死亡した場合の取扱い 48ページ

小規模宅地等を相続する場合の特例措置 49ページ

株式の評価方法や相続税額の
計算を知りたい

取引相場のない株式の評価方法 50～52ページ

種類株式の評価方法 53ページ

相続税額の試算 54ページ

その他知っておきたい制度
自社株のみなし配当課税の特例 55、56ページ

相続税の延納・物納 57ページ

事業承継って税
制を活用するこ
とができるの？

そうよ。事業承
継は早い段階か
ら計画を立てて、
上手に税制を活
用して行うのが
ポイントよ



中小企業税制　41問41答 39

Ⅹ　

事
業
承
継
に
関
す
る
税
制

相続税の概要
相続税とは、死亡した人（被相続人）が持っていた全部の財産を、相続人が受け継ぐときにかかる税金
です。

基礎控除額（5000万円＋1000万円 × 法定相続人の数）までの相続財産には、
相続税がかからず、申告も不要です。

例題） 現金1000万円の贈与を受けた場合の贈与税を計算してみましょう。
（1000万円－110万円）×40％－125万円＝231万円

＜相続税の税率表＞
法定相続分に応ずる取得金額 税 率 控 除 額

1000万円以下の金額 10％ ――
3000万円以下の金額 15％ 50万円
5000万円以下の金額 20％ 200万円
１億円以下の金額 30％ 700万円
３億円以下の金額 40％ 1700万円
３億円超の金額 50％ 4700万円

【計算例】
Ｑ． �相続財産１億円を、法定相続人である子供(成人)２人で相続する場合の相続税はいくらで

すか？
Ａ． 次のようになります。
（課税価格）	 １億円－（5000万円＋1000万円×２）＝3000万円

（法定相続分による各取得金額）	 3000万円× １
２ ＝1500万円

（1人分の相続税額）	 1500万円×１５％－50万円＝175万円
（相続税額）	 175万円×２人＝350万円

贈与税の概要
贈与税とは、生前に無償で財産を取得した場合にその取得した財産にかかる税金です。

●暦年課税制度
　基礎控除額（年間110万円）までの贈与財産には、贈与税がかかりませんし、申告も不要です。
●相続時精算課税制度については、40ページを参照してください。

＜贈与税（暦年課税制度の場合）の税率表＞
基礎控除後の課税価格 税 率 控 除 額

200万円以下の金額 10％ ――
300万円以下の金額 15％ 10万円
400万円以下の金額 20％ 25万円
600万円以下の金額 30％ 65万円
1000万円以下の金額 40％ 125万円
1000万円超の金額 50％ 225万円

A. 相続税・贈与税は次のような仕組みになっています。

Q22 相続税・贈与税の基本的な仕組みを教えてください
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A. 贈与税の課税方式には、暦年課税制度と相続時精算課税制度があります。計画的な贈与を
行うためには、家族構成や財産構成等を考慮して、どちらが自分にとって有利であるかを判
断する必要があります。

Q23 計画的な贈与により、事業承継を円滑に行いたいのです
が、留意点はありますか？

暦年課税制度と相続時精算課税制度の比較
＜主なポイント＞
項 目 暦年課税制度 相続時精算課税制度

概 要

暦年（1月1日から12月31日までの1
年間）毎にその年中に贈与された価額
の合計に対して贈与税を課税する制度
です

将来相続関係に入る親から子への贈与
について、選択制により、贈与時に一
律20%の税率で贈与税を納付し、相続
時に相続税で精算する課税制度です

贈 与 者
制限なし

65歳以上の親

受 贈 者 20歳以上の子である推定相続人

選択の届出 不要 必要
（注）一度選択すれば、相続時まで継続適用

控 除 基礎控除額（毎年）：110万円 非課税枠：2500万円
（限度額まで複数年にわたり使用可）

税 率
基礎控除額を超えた部分に対して
10％～50％の累進税率
（39ページ参照）

非課税枠を超えた部分に対して
一律20％の税率

適 用 手 続 贈与を受けた年の翌年3月15日までに
贈与税の申告書を提出し、納税します

選択を開始した年の翌年3月15日まで
に、本制度を選択する旨の届出書を提
出します

相続時精算
相続税とは切り離して計算します
（注）相続開始前３年以内の贈与は相続財産に
加算

相続税の計算時に精算（合算）します
（注）贈与財産は贈与時の時価で評価

相続時精算課税制度を選択する時は、その選択に係る最初の贈与についての贈与税の申告書の
提出と同時に次に掲げるすべての書類を提出する必要があります。ただし、一度選択をすると後
から変更することはできません。注意して選択をする必要があります。
・相続時精算課税選択届出書
・受贈者の戸籍の謄本又は抄本
・受贈者の戸籍の附票の写し
・特定贈与者の住民票の写し又は特定贈与者の戸籍の附票の写し
・相続時精算課税に係る財産を贈与した旨の確認書
また、贈与税の申告期限は贈与を受けた年の翌年２月１日から３月15日までの間です。

相続時精算課税
制度は、一度選
択すると変更で
きないんだよね

そうよ。だから
選択の際には慎
重に検討してね
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相続時精算課税

相続時精算課税

暦年課税

暦年課税

受贈者ごとに選択可贈与者ごとに選択可

暦年課
税

（受贈者） （贈与者） （受贈者）●❶ ●❷（贈与者）

父

父子A

子A

子B

子C
母

＜事例による制度比較＞
贈与時 贈与価額 暦年課税制度 相続時精算課税制度
平成17年 800 （800－110）×40％－125＝151（※1） 2500－800＝1700（非課税枠の残）
平成18年 800 （800－110）×40％－125＝151（※1） 1700－800＝ 900（非課税枠の残）
平成19年 800 （800－110）×40％－125＝151（※1） 900－800＝ 100（非課税枠の残）

相続時 相続財産 上記贈与財産を含まないものとする

平成２3年
父死亡

<法定相続人
子供１人>

7600 7600－（5000＋1000）（※2）＝1600
1600×15％－50＝190（※3）

7600＋（800＋800＋800）=10000
10000－（5000＋1000）（※２）＝4000
4000×20％－200＝600（※３）

贈与から相
続までに支
払った税額

151＋151＋151＋190＝643 600

（※1）	贈与税（暦年課税制度の場合）の税率（39ページ参照）
（※2）	相続税の基礎控除額 5000万円＋（1000万円×法定相続人の数）（39ページ参照）
（※3）	相続税の税率表（39ページ参照）
【結論】	この前提条件のケースでは、相続時精算課税制度の方が税負担が軽くなっています。
	 （注）�贈与時と相続時の相続財産の価値が変化した場合、特に相続時の価値が高くなっている場合は、相続時精

算課税制度の方が税負担は軽くなります。

（単位：万円）

そんなことないわよ。
例えば下の①の図のように、贈与者が
複数の場合は、その贈与者ごとに暦年
課税制度と相続時精算課税制度が選

択できるのよ。ま
た②の図のよう
に、受贈者が複数
の場合は、その受
贈者ごとにも選
択できるの

相続時精算課税制度を選
択すると、暦年課税制度の
110万円の基礎控除は一切

使えなくなるの？

でもね、いったん相
続時精算課税制度を
選択したら、その贈
与者からの贈与につ
いては、相続が発生
するまで相続時精算
課税制度で贈与税の
計算をするので、そ
の贈与者の財産の種
類や内容を考えて選
択してね

A. 次のような前提条件で、具体的な計算を行います。

Q24 暦年課税制度と相続時精算課税制度の具体的な計算例
を示してください

前提条件
オーナー経営者である父から後継者である子に対して、３年間にわたって2400万円を贈与する場合を例
にとって、暦年課税制度と相続時精算課税制度で行った場合とを比較しましょう（法定相続人は後継者
である子１人とします）。

父

母

子 父

子A

子B

子C
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<手続の流れ>
1．相続開始前＝経済産業大臣の確認

「経営承継円滑化法」に基づき、後継者が特定されていることや計画的な事業承継に係る取組みを行
っていることについての「経済産業大臣の確認」（注）を受けることが必要です。
（注） � 「経済産業大臣の確認」は、各地域の経済産業局へ申請します。この確認は原則として、次の「経済産業大臣の認定」

を受けるための要件となっています。

2．相続開始後＝経済産業大臣の認定
「経営承継円滑化法」に基づき、会社の要件、後継者（相続人等）の要件、先代経営者（被相続人）
の要件を満たしていることについての「経済産業大臣の認定」（注）を受けることが必要です。
（注）相続開始後8カ月以内に各地域の経済産業局へ申請を行う必要があります。

3．認定取得後～相続税の申告期限まで＝申告書の作成・提出
この特例の適用を受ける旨を記載した相続税の申告書及び一定の書類を税務署へ提出するとともに、
納税が猶予される相続税額及び利子税の額に見合う担保を提供する必要があります。
（注）�相続があったことを知った日(通常は被相続人が死亡した日)の翌日から10カ月以内に、被相続人の住所地の所轄税務

署に相続税の申告をする必要があります。特例の適用を受ける非上場株式等のすべてを担保として提供した場合には、
納税が猶予される相続税額及び利子税の額に見合う担保の提供があったものとみなされます。
なお、担保の提供方法などについては、税務署にお尋ねください。

A. 本当です。後継者である相続人等が、相続等により、経営承継円滑化法（注）に基づき経済
産業大臣の認定を受ける非上場会社の株式を先代経営者（被相続人）から取得し、その会
社を経営していく場合には、その後継者が納付すべき相続税のうち、その株式（一定の部分
に限ります）に係る課税価格の80％に対応する相続税の納税が猶予されます。

（注）法律の正式名称は「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」です。

Q25 非上場会社の株式に係る相続税の納税猶予の特例が創
設されたのは本当ですか？

＜相続税の納税猶予制度の概要図＞

②先代経営者
（被相続人）

株式の相続

⑥事業継続期間（5年間）

相続の開始

⑤経済産業大臣
の認定

③後継者（相続人）

④対象会社

相続税の納税猶予制度の概要
後継者（＝相続人。先代経営者の親族）が、相続により非上場会社の株式を取得し、本制度の要件を
満たす場合には、後継者が相続前から既に保有していた議決権株式を含め、発行済完全議決権株式総
数の2/3に達するまでの部分について、課税価格の80％に対応する相続税の納税が猶予されます。

①計画的な承継に係る取組

経済産業大臣
の確認

⑦その後

事業継続のチェック
（経済産業局への報告）

（注）�具体的な要件の説明については、次ページを参照してください。上記の概要図の各項目につけられ
た①～⑦までの番号が次ページの説明項目と合致しています。

創 設
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【①計画的な承継に係る取組（経済産業大臣の確認）】
計画的な承継に係る取組（後継者の確定、株式の計画的承継等）に関して、先代経営者の存命中に「経済
産業大臣の確認」を受けておく必要があります。
ただし、以下の場合については「確認」を受けていなくとも認定の対象となる場合があります。
　①制度の施行直後（平成20年10月1日から平成22年3月31日まで）に相続が開始した場合
　②先代経営者が60歳未満で死亡した場合
　③�先代経営者から公正証書遺言により取得する株式と合わせると、後継者が発行済議決権株式の過半数

を有する場合

【②先代経営者（被相続人）の要件】
○会社の代表者であったこと
○�先代経営者と同族関係者で発行済議決権株式総数の50％超の株式を保有し、かつ、その同族関係者内
で筆頭株主であったこと　等

【③後継者（相続人）の要件】
○先代経営者の親族であること

（注）「親族」の範囲は、①6親等内の血族、②配偶者、③3親等内の姻族です。

○�後継者と同族関係者で発行済議決権株式総数の50％超の株式を保有し、かつ、その同族関係者内で筆
頭株主となること（1つの会社で納税猶予の適用を受けられる者は1人）
○相続のあった日から5カ月を経過する日に会社の代表者であること　等

【④対象会社の要件】
○中小企業基本法の中小企業であること（特例有限会社、持分会社も対象）
○非上場会社であること
○資産管理会社に該当しないこと　等

（注）�「資産管理会社」とは、有価証券、自ら使用していない不動産、現金・預金等の特定の資産の保有割合が帳簿価額の総額の70％
以上の会社やこれらの特定の資産からの運用収入が総収入金額の75％以上の会社をいいます（ただし一定の事業実態のある会社
は除かれます）。

【⑤経済産業大臣の認定】
上記の各要件に該当しているか否か審査の上、経済産業大臣が認定をします。認定の申請は「相続開始の
日から8カ月を経過する日」までに各地域の経済産業局に対して行います。

（注）�相続税の納税猶予の適用を受けるためには、認定時に交付される「認定書」とその他の必要書類を添付して、税務署に相続税の
申告を行う必要があります。

【⑥事業継続期間（５年間）の要件】
○相続税の申告期限から5年間、事業を継続する必要があります。具体的には以下のとおりです。
　①認定を受けた会社の代表者であること
　②雇用（従業員数）の8割以上を維持すること

（注）「従業員数」は、厚生年金保険及び健康保険加入者をベースに判定します。

　③相続した対象株式を保有していること　等
（注）�組織再編（合併、株式交換等）を行った場合においても、実質的に事業の継続がなされているものとして一定の要件を満たす

場合には、認定は継続されます。

○�事業継続期間中は毎年1回、報告基準日（相続税の申告期限から1年を経過するごとの日）の翌日から
３カ月以内に経済産業局に対して所定の報告書を提出する必要があります。また、税務署に対しても別
途「継続届出書」の提出が必要となっています（事業継続期間中は毎年1回、期間経過後は3年に1回と
なります）。

【⑦その後（事業継続期間の経過後）の取扱い】
�納税猶予の対象株式を継続保有等していれば、納税猶予は継続されます。また、次の場合には、猶予され
ている相続税の全部又は一部の納付が免除されます（税務署に一定の申請等を行う必要があります）。
　①当該経営者（後継者）が死亡した場合
　②会社が破産又は特別清算した場合
　③�対象株式の時価が猶予税額を下回る中、当該株式の全部の譲渡を行った場合（ただし、時価を超える

猶予税額のみ免除）
　④�次の後継者に対象株式を贈与し、その後継者が取得した株式につき「贈与税の納税猶予の特例」（45

ページ参照）の適用を受ける場合

相続税の納税猶予についての要件説明

経営承継円滑化法に基づく「経済産業大臣の確認」及び「経済産業大臣の認定」を受
けるための要件や手続の詳細については、各地域の経済産業局にお尋ねください。
また、中小企業庁ホームページ（www.chusho.meti.go.jp/）においても関連する情
報をご覧いただけます。
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A. 計算方法は次のとおりです。

Q26 納税が猶予される相続税の計算方法を教えてください

ステップ-1 正味の遺産額に基づき後継者の相続税を計算します。

預貯金

非上場
株式等

非上場
株式等

不動産 非上場
株式等

後継者以外の相続
人等が取得した財
産の価額の合計額

後継者が取得したすべて
の財産の価額の合計額

相続税の計算 後継者の相続税

❶

など

ステップ-2 後継者が取得した財産が特例の適用を受ける非上場株式
等のみであると仮定して後継者の相続税を計算します。

「正味の遺産額」は、相続等によって取得した財産の価額と相続時精算課税の適用を受け
る財産の価額を合計した金額から、債務や葬式費用などの金額を差し引いて計算します。
なお、相続開始前３年以内の暦年課税に係る贈与財産がある場合には、その贈与財産の
価額を、上記により計算した金額に加算します。

Aに対する後
継者の相続税

❷後継者以外の相続
人等が取得した財
産の価額の合計額

特例の適用を
受ける非上場
株式等の額

相続税の計算
A

❸後継者以外の相続
人等が取得した財
産の価額の合計額

相続税の計算A×20％

B

Bに対応する後継
者の相続税

※Aの算定に当たり、後継者が負担した債務や葬式費用の金額がある場合には、その金額を控除します。

ステップ-3 後継者の取得した財産が特例の適用を受ける非上
場株式等の20%のみであると仮定して後継者の相
続税を計算します。

ステップ-4 「②の金額」から「③の金額」を控除した残額が「納税が猶
予される相続税（④の金額）」となります。
なお、「①の金額」から「納税が猶予される相続税（④の
金額）」を控除した「⑤の金額（納付税額）」は、相続税の
申告期限までに納付する必要があります。

猶予税額

❹

納付税額

❺

特例の対象となる非上場株式等の数
この特例の対象となる非上場株式等の数は、次のa、b、cの数を基に下表の区分の場合に応じた数が限度となります。

「a」・ ・・後継者（相続人等）が相続等により取得した非上場株式等の数
「b」・ ・・後継者が相続開始前から保有する非上場株式等の数
「c」・ ・・相続開始直前の発行済株式等の総数

区分 特例の対象となる非上場株式等の限度数
イ a＋b＜c×２÷３の場合 後継者が相続等により取得した非上場株式等の数（a）

ロ a＋b≧c×２÷３の場合 発行済株式等の総数の３分の２から後継者が相続開始前から保有する非
上場株式等の数を控除した数（c×２÷３－b）

（注）・「非上場株式等」又は「発行済株式等」は、議決権に制限のないものに限ります。
（注）・この特例の対象となる非上場株式等は、議決権に制限のないものに限ります。
※持分会社の場合にも上の表に準じます。
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A. 本当です。後継者である受贈者が、贈与により、経営承継円滑化法（注）に基づき経済産業
大臣の認定を受ける非上場会社の株式を親族（先代経営者）から全部又は一定以上取 
得し、その会社を経営していく場合には、その後継者が納付すべき贈与税のうち、その株式

（一定の部分に限ります）に対応する贈与税の全額の納税が猶予されます。
（注）法律の正式名称は「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」です

Q27 非上場会社の株式に係る贈与税の納税猶予の特例が創
設されたのは本当ですか？

贈与税の納税猶予制度の概要
後継者（＝受贈者。先代経営者の親族）が、先代経営者から一定以上の自社株式の贈与を受け、本制
度の要件を満たす場合には、贈与前から後継者が既に保有していた議決権株式を含め発行済完全議決
権株式総数の2/3に達するまでの部分について、贈与税の全額の納税が猶予されます。

＜贈与税の納税猶予制度の概要図＞

<手続の流れ>
1．贈与前＝経済産業大臣の確認

「経営承継円滑化法」に基づき、後継者が特定されていることや計画的な事業承継に係る取組みを行
っていることについての「経済産業大臣の確認」（注）を受けることが必要です。
（注） � 「経済産業大臣の確認」は、各地域の経済産業局へ申請します。この確認は、次の「経済産業大臣の認定」を受ける

ための要件となっています。

2．贈与後＝経済産業大臣の認定
この特例の適用を受けるためには、贈与により、先代経営者である贈与者から、全部又は一定以上
の非上場株式等を取得する必要があります（47ページ参照）。贈与を受けた後、「経営承継円滑化法」
に基づき会社の要件、後継者（受贈者）の要件、先代経営者（贈与者）の要件を満たしていることに
ついての「経済産業大臣の認定」（注）を受けてください。
（注）贈与を受けた年の翌年の1月15日までに各地域の経済産業局へ申請を行う必要があります。

3．認定取得後～贈与税の申告期限まで
この特例の適用を受ける旨を記載した贈与税の申告書及び一定の書類を税務署へ提出するとともに、
納税が猶予される贈与税額及び利子税の額に見合う担保を提供する必要があります。
（注）�贈与を受けた年の翌年の2月1日から3月15日までに、受贈者の住所地の所轄税務署に贈与税の申告をする必要があり

ます。特例の適用を受ける非上場株式等のすべてを担保として提供した場合には、納税が猶予される贈与税額及び利
子税の額に見合う担保の提供があったものとみなされます。
なお、担保の提供方法などについては、税務署にお尋ねください。

②先代経営者
（贈与者）

④対象会社

保有株式の
一定以上の贈与

⑥事業継続期間（５年間）

事業継続のチェック
（経済産業局への報告）

贈　与

⑤経済産業大臣
の認定

③後継者（受贈者）

①計画的な承継に係る取組

経済産業大臣
の確認

⑦その後

（注）�具体的な要件の説明については、次ページを参照してください。上記の概要図の各項目につけられ
た①～⑦までの番号が次ページの説明項目と合致しています。

創 設
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【①計画的な承継に係る取組（経済産業大臣の確認）】
�計画的な承継に係る取組（後継者の確定、株式の計画的承継等）に関して、後継者への贈与を実行する前
に「経済産業大臣の確認」を受けておく必要があります。

【②先代経営者（贈与者）の要件】
○会社の代表者であったこと
○役員を退任すること
○�先代経営者と同族関係者で発行済議決権株式総数の50％超の株式を保有し、かつ、その同族関係者内
で筆頭株主であったこと　等

【③後継者（受贈者）の要件】
○先代経営者の親族であること

（注）「親族」の範囲は、①６親等内の血族、②配偶者、③３親等内の姻族です。

○会社の代表者であること
○20歳以上であり、かつ、役員就任から3年以上経過していること
○�後継者と同族関係者で発行済議決権株式総数の50％超の株式を保有し、かつ、その同族関係者内で筆
頭株主となること（1つの会社で納税猶予の適用を受けられる者は1人）　等

【④対象会社の要件】
○中小企業基本法の中小企業であること（特例有限会社、持分会社も対象）
○非上場会社であること
○資産管理会社に該当しないこと　等

（注）�「資産管理会社」とは、有価証券、自ら使用していない不動産、現金・預金等の特定の資産の保有割合が帳簿価額の総額の70％
以上の会社やこれらの特定の資産からの運用収入が総収入金額の75％以上の会社をいいます（ただし一定の事業実態のある会社
は除かれます）。

【⑤経済産業大臣の認定】
�上記の各要件に該当しているか否か審査の上、経済産業大臣が認定をします。認定の申請は「贈与を受け
た年の翌年の1月15日」までに各地域の経済産業局に対して行います。

（注）�贈与税の納税猶予の適用を受けるためには、認定時に交付される「認定書」とその他の必要書類を添付して、税務署に贈与税の
申告を行う必要があります。

【⑥事業継続期間（5年間）の要件】
○贈与税の申告期限から5年間、事業を継続する必要があります。具体的には以下のとおりです。
　①認定を受けた会社の代表者であること
　②雇用（従業員数）の8割以上を維持すること

（注）「従業員数」は、厚生年金保険及び健康保険加入者をベースに判定します。

　③贈与を受けた対象株式を保有していること　等
（注）�組織再編（合併、株式交換等）を行った場合においても、実質的に事業の継続がなされているものとして一定の要件を満たす

場合には、認定は継続されます。

○�事業継続期間中は毎年1回、報告基準日（贈与税の申告期限から1年を経過するごとの日）の翌日から3
カ月以内に経済産業局に所定の報告書を提出する必要があります。また、税務署に対しても別途「継続
届出書」の提出が必要となっています（事業継続期間中は毎年1回、期間経過後は3年に1回となります）。

【⑦その後（事業継続期間の経過後）の取扱い】
納税猶予の対象株式を継続保有していれば、納税猶予は継続されます。また、贈与税の猶予税額の
免除要件は、相続税の猶予税額の免除要件（43ページ参照。ただし④は除く）に加えて、「先代経営
者（贈与者）の死亡」が含まれています。
（注）�「先代経営者（贈与者）」が死亡した場合には、先代経営者から後継者に当該株式の相続があったものとみなされ相続税が課税されま

す（ただし、株式の相続税評価額は贈与時の価額により計算）。
　　  �なお、この際、「経済産業大臣の確認」を受け、一定の要件を満たす場合には、相続によって取得したとみなされた当該株式について

相続税の納税猶予の適用を受けることが可能です（48ページ参照）。

贈与税の納税猶予についての要件説明

経営承継円滑化法に基づく「経済産業大臣の確認」及び「経済産業大臣の認定」を受
けるための要件や手続の詳細については、各地域の経済産業局にお尋ねください。
また、中小企業庁ホームページ（www.chusho.meti.go.jp/）においても関連する情
報をご覧いただけます。
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預貯金

非上場
株式等

不動産 非上場
株式等

A. 計算方法は次のとおりです。

Q28 納税が猶予される贈与税の計算方法を教えてください

ステップ-1 贈与を受けたすべての財産の価額の合計額に基づき贈与税を計算します。

ステップ-2 贈与を受けた財産が特例の適用を受ける非上場株式等のみであると仮定して贈与税
を計算します。

この特例の対象となる非上場株式等の数は、次のa,b,cの数を基に下表の区分の場合に応じた数が
限度となります。
「a」・・・先代経営者（贈与者）が贈与直前に保有する非上場株式等の数
「b」・・・後継者（受贈者）が贈与前から保有する非上場株式等の数
「c」・・・贈与直前の発行済株式等の総数

区分 特例の対象となる非上場株式等の限度数

イ a＋b＜c×2÷3の場合 先代経営者が贈与直前に保有する非上場株式等の数（a）

ロ a＋b≧c×2÷3の場合 発行済株式等の総数の３分の２から後継者が贈与前から保有する非上場
株式等の数を控除した数（c×2÷3－b）

なお、この特例の適用を受けるためには、後継者は上記イに該当する場合は限度数（a）の全部、ロ
に該当する場合は限度数（c×2÷3－b）以上の数の非上場株式等を先代経営者から贈与により取得
する必要があります。
（注）・「非上場株式等」又は「発行済株式等」は、議決権に制限のないものに限ります。
（注）・この特例の対象となる非上場株式等は、議決権に制限のないものに限ります。
※持分会社の場合にも上の表に準じます。

特例の対象となる非上場株式等の数

預貯金

非上場
株式等

不動産 非上場
株式等

１年間（１月１日～１２月３１日）に贈与を受け
たすべての財産の価額の合計額

贈与税の計算 Aに対応する贈与税

❶

など

A

「贈与税の計算」は、贈与を受けた財産の価額の合計額（課税価格）から、基礎控除額110万円を差し引い
た残額（基礎控除後の課税価格）について、以下の速算表により贈与税を計算します。

＜贈与税の速算表＞
基礎控除後の課税価格 税率 控除額

200万円以下 10％ ―
300万円以下 15％ 10万円
400万円以下 20％ 25万円
600万円以下 30％ 65万円
1000万円以下 40％ 125万円
1000万円超　 50％ 225万円

＊�相続時精算課税の適
用を受ける人の贈与税
の計算方法について
は、税務署にお尋ねく
ださい。

特例の適用を受ける非上場株式等の額 贈与税の計算 Bに対応する
贈与税

❷B

ステップ-3 「②の金額」が「納税が猶予される贈与税」とな
ります。 猶予税額 納付税額

❸

なお、「①の金額」から「納税が猶予される贈与税（②の
金額）」を控除した「③の金額（納付税額）」は、贈与税
の申告期限までに納付する必要があります。
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A. 先代経営者（贈与者）が死亡した場合には、後継者（受贈者）が猶予されている贈与税の
納付が免除されます。また、贈与税の納税猶予の適用を受けた非上場株式は、後継者が相
続（又は遺贈）によって取得したものとみなして、贈与時の価額により他の相続財産と合算
して相続税を計算します。なお、この際、「経済産業大臣の確認」を受け、一定の要件を満
たす場合には、そのみなされた非上場株式について相続税の納税猶予の適用を受けること
ができます（贈与税の納税猶予から相続税の納税猶予への切り替え）。

Q29 贈与税の納税猶予制度に関して、先代経営者（贈与者）が
死亡した場合の取扱いについて詳しく教えてください

【参考】事業承継税制の適用の流れ（イメージ）
＜生前贈与により株式の承継をおこなっていくケース＞
１代目
経営者

一
定
以
上
の
贈
与

大臣の認定

大臣の認定

贈与税の課税

贈与税の課税

①贈与税の猶予
　税額の免除

②相続税
　の課税＋

贈与税の納税猶予の適用

贈与税の納税猶予の適用

③相続税の納税猶予の適用

相続税の猶予税額の免除
（2代目経営者）

大臣の確認

１代目
経営者の死亡

一
定
以
上
の
贈
与

２代目
経営者

３代目
経営者

雇用確保を含む5年間の事
業継続を行い、その後も
株式を継続保有

① 贈与税の猶予税額を免除される。
② 1代目から2代目に相続があったも
のとみなして相続税が課税される。

③ ②で課税された株式に係る課税価格
の80％に対応する納税猶予を受ける。 ◎後継者が「贈与税の納

税猶予の適用」を受け
ることが要件

贈与税の納税猶予から相続税の納
税猶予に切り替える場合に必要
（本ページ上段の確認手続）

5年間の事業継続は課せられない（注）が、
株式の継続保有等の要件を満たすことが
必要。

＜確認を受ける主な事項＞
○相続開始の時において、対象会社が以下の要件を満たしていること。
　・中小企業基本法上の中小企業に該当していること
　・非上場会社であること
　・資産管理会社に該当しないこと　　等
○�相続（遺贈）により対象会社の株式を取得したものとみなされた代表者が、以下の要件を満たしていること。
　・相続開始の直前において、先代経営者（＝被相続人、かつての贈与者）の親族であったこと
　・�相続開始の時において、当該代表者と同族関係者で発行済議決権株式総数の50％超の株式を保有し、

かつ、その同族関係者内で筆頭株主であること　　等

＜確認を受けるための申請＞
　�相続開始の日から8カ月を経過する日までに、所定の申請書を各地域の経済産業局へ提出します。なお、
相続税の納税猶予の適用を受けるためには、確認を受けた場合に交付される「確認書」とその他の必要
書類を添付して、税務署に相続税の申告を行う必要があります。

　（注）「相続税の納税猶予」の適用に当たっての要件や申告手続などについては、42～43ページと異なるところがあります。

「贈与税」から「相続税」の納税猶予に切り替える場合の「経済産業大臣の確認」

上記の「経済産業大臣の確認」は、「計画的な承継に係る取組についての経済産業大臣の確認」
（43ページ、46ページ参照）とは異なる手続ですので、ご注意ください。「確認」を受けるた
めの要件や手続の詳細については、各地域の経済産業局までお問い合わせください。

（注）５年間の事業継続期間の満了前に１代目経営
者が死亡した場合には、残りの期間について事業
継続の要件が課せられています。
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A. 特定の小規模宅地等（被相続人又は被相続人と同一生計の親族が事業の用又は居住の用に
供していた宅地等）を相続する場合には、相続税の課税価格を軽減するという「小規模宅地
等の課税の特例」があります。

Q30 土地等を相続する場合、どのような特例措置があります
か？

特定事業用宅地等の特例
特定事業用宅地等（申告期限まで事業を継続すること等の条件があります）は、400㎡まで評価額の80
％が減額されます。また、一定の要件を満たす同族会社の事業を承継する場合（特定同族会社事業用宅
地等）についても同様の減額があります。

400㎡

８割分非課税 2割分
課税

［計算例］
相続する土地の面積は400㎡で、被相続人が事業用として使っ
ていました。その土地の評価額（路線価）は１億円です。この場
合、特例を使った相続税の課税価格はいくらになりますか？

（減額される額）	１億円 × 400㎡400㎡  × 80％ ＝ 8000万円

（相続税の課税価格）	１億円 － 8000万円 ＝ 2000万円

特定居住用宅地等の特例
特定居住用宅地等（居住を継続する場合等の条件があります）は、240㎡まで評価額の80％が減額さ
れます。

240㎡

８割分非課税 2割分
課税

［計算例］
相続する土地の面積は400㎡で、被相続人が居住用として使っ
ていました。その土地の評価額（路線価）は１億円です。この場
合、特例を使った相続税の課税価格はいくらになりますか？

（減額される額）	１億円 × 240㎡400㎡  × 80％ ＝ 4800万円

（相続税の課税価格）	１億円 － 4800万円 ＝ 5200万円

小規模宅地等の課税の特例の概要
特定居住用宅地等（居住を継続する場合等の条件があります）は、240㎡まで評価額の80％が減額さ
れます。

内　容
区　分 土地等の価額の減額割合 適用対象面積（注）

事業用宅地
事 業 を 継 続 80％ 400㎡まで
事業を継続せず 50％ 200㎡まで

居住用宅地
居 住 を 継 続 80％ 240㎡まで
居住を継続せず 50％ 200㎡まで

不動産貸付、駐車場等
に利用されている宅地 50％ 200㎡まで

（注）小規模宅地等が事業用宅地（事業を継続）とそれ以外のものとがある場合等には、適用対象面積の調整があります。

非上場株式に係る相続税の納税猶予（42ページ参照）の適用を受ける場合でも、この特例の適
用を受けることができます（完全併用が可能）。



中小企業税制　41問41答50

Ⅹ　

事
業
承
継
に
関
す
る
税
制

A.「取引相場のない株式」とは、全国の各金融商品取引所に上場されている株式及び気配相
場等のある株式以外の株式をいいます。代表的なものは、「自社の株式」で、相続・事業承
継にあたって重要な要素となるものです。その評価方法は、次のとおりです。

Q31 「取引相場のない株式」の評価方法を教えてください

評価上の区分
「取引相場のない株式」の評価は、同族株主等は原則的評価方式で評価し、同族株主等以外の者は特
例的評価方式（配当還元方式）で評価します。

取引相場のない
株式

同族株主等

同族株主等以外

原則的評価方式

特例的評価方式

原則的評価方式の評価
原則的評価方式には、類似業種比準方式と純資産価額方式があります。

類似業種比準方式
1株当たりの類似業種比準価額＝

類似業種比準株価 × 配当比準値 + 3 × 利益比準値 + 純資産（簿価）比準値5  × 斟酌率

（斟酌率：大会社＝0.7　　中会社＝0.6　　小会社＝0.5）
（注）比準値：対象会社と上場企業（標本）のそれぞれの１株当たりの値を比較した比率

純資産価額方式

１株当たりの純資産価額 × 

相続税評価額による
総資産価額 － 負債の合計額 － 評価差額の法人税額等

相当額（注）
発行済株式数

（注）相続税評価額と帳簿価額による純資産価額の差額の４２％相当額ですが、マイナスとなる場合は「０」で計算します。

配当還元価額方式

配当還元価額 × 

その株式に係る
年配当金額（注）

10％  × 

その株式の１株当たりの
資本金等の額
50円

（注）年配当金額 ＝ 
直前期末以前２年間
の配当金額

2
 ÷ １株当たりの資本金等の額を50円とした場合の発行済株式数

（注）年配当金額が２円50銭未満となる場合、又は無配の場合は２円50銭とします。

特例的評価方式の評価
特例的評価方式の評価には、配当還元価額方式があります。配当還元価額方式とは、過去２年間の平
均配当金額を10％の利率で割り戻して、株式の価額を求めようとする方式です。同族株主以外の株主及
び同族株主のうち一定の少数株式所有者が取得した株式については、会社の規模にかかわらず、配当
還元価額方式という特例的評価方法によって評価をします。その計算方法は次の通りです。
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会社の規模による区分と評価方式
支配株主の原則的評価方式は、会社の規模によって異なります。会社の規模に応じて、下記の表の「原則」
と記載のある評価方式を用います。ただし、納税者の選択によって「例外」と記載のある評価方式を用
いることもできます。
※ 自分の会社の規模は、52ページの表で確認して下さい。

＜支配株主の原則的評価方式＞

会社の規模 類似業種
比準方式 併用方式 純資産

価額方式

大会社 原則 ― 例外

中
会
社

大 ― 原則：類似業種比準価額×90％＋１株当たりの純資産価額×10％ 例外

中 ― 原則：類似業種比準価額×75％＋１株当たりの純資産価額×25％ 例外

小 ― 原則：類似業種比準価額×60％＋１株当たりの純資産価額×40％ 例外

小会社 ― 例外：類似業種比準価額×50％＋１株当たりの純資産価額×50％ 原則

事業承継を円滑にするた
めに、自社株式を子供に
贈与する場合、どうした
らいいのでしょうか？

それには
２つ方法が
あります

１つは、通常の贈
与税の暦年課税制度で、

110万円の基礎控除を活用した
贈与。
もう１つは、相続時精算課税制度で、
非課税枠2500万円を活用した贈与で
す。いずれにしても、会社の決算が
終わってから４カ月後程度で自社株
式の株価計算ができるはずだか
ら、それを基にして贈与する
株数を決められます

分かった。決算
で株価が変わるか
ら、毎期の決算ごとに
きちんと自社株式の評
価をすることがポイ
ントなんだね

そうね。自社株式を類似業種比準方
式や純資産価額方式で評価するという
ことは、会社の決算の内容によって、
株価が変わるということなの。同族
株主等が取得する場合には、ほとん
どがこの方式で評価されるので、
会社の決算状況に照らしなが
ら自社株式の贈与を検討
してね

「小会社」に該
当しない会社でも「純
資産価額方式」は選択
できますので、常に計
算しておくことが重

要です

暦年課税と相
続時精算課税
の違いはP40
～41をご覧く
ださい

会社の
規模によって
方式が

変わるんだね



中小企業税制　41問41答52

Ⅹ　

事
業
承
継
に
関
す
る
税
制

1．まずは、あなたの会社の数値を記入してください。

総資産価額（帳簿価額） 従業員数 取引金額（年売上高）

万円 人 万円

2．会社の規模の判定をします。

従業員数が100人以上の場合 ➡大会社

従業員数が100人未満の場合 ➡下記の表で判断します。

＜会社規模判定表＞

総資産価額（帳簿価額）

従業
員数

年間の取引金額
会社の規模

と
Lの割合卸売業

小売・
サービス業

卸売業、
小売・

サービス業
以外

卸売業
小売・

サービス業

卸売業、
小売・

サービス業
以外

20億円
以上

10億円
以上

10億円
以上 50人超 80億円

以上
20億円
以上

20億円
以上 大会社

14億円
以上

7億円
以上

7億円
以上 50人超 50億円

以上
12億円
以上

14億円
以上

中会社の大
　Ｌ＝0.90

7億円以上 4億円
以上

4億円
以上

３0人超
50人以下

25億円
以上

6億円
以上

7億円
以上

中会社の中
　Ｌ＝0.75

7000万円
以上

4000万円
以上

5000万円
以上

5人超
30人以下

2億円
以上

6000万円
以上

8000万円
以上

中会社の小
　Ｌ＝0.60

7000万円
未満

4000万円
未満

5000万円
未満 5人以下 2億円

未満
6000万円
未満

8000万円
未満 小会社

〔イ〕 〔ロ〕 〔ハ〕

① 総資産価額基準〔イ〕と従業員数基準〔ロ〕とのいずれか下位の区分を採用します。
② ①と取引金額基準〔ハ〕のいずれか上位の区分により会社規模を判定します。

大会社
中会社

小会社
大（L=0.90） 中（L=0.75） 小（L=0.60）

あなたの会社は、
どれに該当しまし
たか？該当欄に○
を記入してください

会社の規模の判定方法
ここで下の表の空いている部分を埋めながら、あなたの会社の規模を確認しましょう。
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A. 事業承継において活用が期待される「種類株式」の評価方法は次のとおりです。

Q32 「種類株式」の評価方法について教えてください

種類株式の相続税法上の評価方法
NO. 種類株式 評価方法

（１） 配当優先の
無議決権株式

（原則）議決権の有無を考慮せず評価
（例外）相続時の納税者の選択により、原則的評価方式により評
価した価額から５％を評価減し、その評価減した分を議決権株
式の評価額に加算する評価方法。
（注）�同族株主が相続により取得した株式に限るものとし、当該株式を取得した同族株主

全員の同意が条件

（２） 社債類似株式

次の条件を満たす社債に類似した特色を有する種類株式は、社
債に準じた評価（発行価額に基づく評価）を行う。
（条件）
①優先配当、②無議決権、③一定期間後に発行会社が発行価額
で償還、④残余財産分配は発行価額を上限、⑤普通株式等への
転換権なし

（３） 拒否権付株式 普通株式と同様の評価
（注）詳しくは次の国税庁のホームページをご覧ください。
http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/joho-zeikaishaku/hyoka/070309/01.htm

＜相続人が複数の場合＞

これ以外にも、種類株式の活用については、中小企業庁発行の小冊子「事業承継ハンドブック」に掲載さ
れていますのでご覧ください。

中小オーナー経営者が
大半の自社株式を保有

後継者に経営権を集中させたい 

普通株式（議決権有） 無議決権株式 

後継者＝相続人Ａ 非後継者＝相続人Ｂ 

非後継者＝相続人Ｃ 

複数の相続
人がいる場合
は、どうしたら
いいの？

相続が発生する
前に、種類株式のうち
の無議決権株式を発行
し、非後継者に相続させ
る株式が無議決権株式で
ある旨を遺言で指定し
ておくといいわよ
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A. 下記の表の中の該当する箇所に記入して、相続税額を試算してみましょう。

Q33 相続税額を把握する方法はありますか？

相続財産リスト（Ａ表）
（単位：万円）

財産の種類 見積りの目安 評価額

財　
　

産

現 金 ・ 預 金 概算で記入してください
有 価 証 券 評価額については（注）参照
自 社 株 式 Q31～32（50-53P）を参考に調べてみてください

宅 地
自 用 地 路線価等（税務署で確認できます）
借 地 権 自用地評価額×借地権割合

家 屋
自 用 固定資産税評価額
貸 付 用 固定資産税評価額×70％程度

生 命 保 険 金 「受取予想額－500万円×法定相続人の数」で計算した
数値です

家 庭 用 財 産 50万円～200万円程度で記入して下さい
その他の財産 書画・貴金属等は時価を記入して下さい

財産合計（①）

債
務

借入金・未払金等 概算で記入して下さい
債務合計（②）
相続税の対象となる金額（①）－（②）＝（③）

（注）�上場株式の評価については、相続開始日の終値と、過去３カ月の終値の平均のうち最も低い価格を選ぶことができ
ます。

（単位：万円）

子の数
遺産総額 子１人 子２人 子３人

1.6億円 0 0 0
２億円 500 380 325
３億円 2707 2147 1867
４億円 4900 4050 3525
５億円 6900 5850 5275
６億円 8900 7850 7025
７億円 11050 9900 8825
８億円 13550 12150 11075
９億円 16050 14400 13325
10億円 18550 16650 15575

※ �配偶者の相続分は、遺産総額が３億2000万円までの場合は１億6000万円、これを超える場合は、遺産総額の２分
の１として、税額軽減措置を活用したものとして計算しています。また、１万円未満は四捨五入で計算しています。

相続税の負担額早見表（Ｂ表）

例）Ｅ氏の遺産総額（Ａ表の金額）は、３億円でした。Ｅ氏は奥さんと子供（成人）が２人います。
Ｂ表を見ると、相続税は2147万円になります。
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A. 本当です。非上場株式を取得した相続人等が相続後一定期間内に、その発行会社に買い取
らせる場合には、みなし配当課税（最高税率50％）とせず、株式譲渡益課税（税率20％）
となっています。

Q34 相続・遺贈で取得した非上場株式を、その発行会社に譲渡し
た場合の税負担が軽減される特例があるって、本当ですか？

相続・遺贈により取得した
非上場株式を譲渡した場合

譲渡益
（税率：20％）
相続税額×
譲渡株式比率
（取得費加算）

取得価額

譲
渡
価
額

譲
渡
価
額

取得価額

みなし配当
（税率：最高50％）

譲渡益
（税率：20％） 資本等の金額

×持分比率

〔参考〕

相続・遺贈以外により取得した
非上場株式を譲渡した場合（注）

(注)�相続・遺贈以外により取得した非上場株式を譲渡した場合には、発行会社への譲渡価額の一部が、税法上では配当
とみなされ、その部分には最高50％の累進課税が適用されます。

次の2つの要件をすべて満たす必要があります。
①相続・遺贈により非上場株式を取得し、相続税が課税されること。
②�相続開始の翌日から、相続税の申告期限（相続があったことを知った日から10カ月）の翌日以降３年

を経過する日までの間に、相続税の計算の基礎となる非上場株式を発行会社に譲渡すること。

適用要件

効果的に活用するケース
非上場会社のオーナー死亡

相続により子が自社株式を取得

取得した自社株式の一部を発行会社に譲渡

会社
自己株式（金庫株）の取得

子
自己株式を譲渡譲渡

譲渡代金で納税資金確保

相続による事業承継

納税資金がない！
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A. 譲渡した相続人のメリットとしては、譲渡により現金が確保でき、相続税の納税資金に充当
できます。発行会社のメリットとしては、株式の分散を解消でき、会社の経営に必要な経営
権を確保でき、自社株式（金庫株）の取得により、事業承継が円滑に進められ、財務も強
化できます。

Q35 相続した非上場株式を相続税申告期限から３年以内に
発行会社に譲渡すると、どのようなメリットがありますか？

非上場株式の譲渡益課税
20％

（国15％＋地方5％）

譲渡対価に対する所得区分の
改正みなし配当課税
（最高50％の累進）

譲渡益課税
（一律20％）

相続税額が取得費に加算され、
譲渡益の額も圧縮
 譲渡益 = 譲渡収入－（取得費＋譲渡費用＋ 加算額 ）

相続税額×譲渡した自社株式の価額
相続税の課税価格

低い
税率

圧縮された
譲渡益 負担大幅軽減＋ ➡

自社株式（金庫株）を活用した事業承継が円滑化
●相続税納税資金の確保
●株主分散の防止による経営権安定

自動的に

＜平成16年４月１日以降＞

相続した自社株
式を会社に売る
って、どういう時
に行われるの？

例えば前ページの図のように、
自社株式を相続してもキャッシ
ュがない場合に、納税資金を確
保するために行われるのよ。会
社に資金があれば、金庫株を活
用した事業承継がとってもやり
やすくなるの

そうなの？

それに、税率が
低くなるだけじゃ
ないの。支払っ
た相続税額の一
定割合を譲渡益
から差し引くこ
とができるから、
譲渡益が大幅に
小さくなるのよ

そっか、じ
ゃあいいこ
とばかりな
んだね！
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A. 相続税の納付方法は、原則として金銭での一括納付ですが、それが困難な場合は次のよう
な方法があります。

Q36 現金による一括納付が難しい場合、他にはどのような
納付方法がありますか？

延納
①制度の概要
　�申告期限までに、納税地の所轄の税務署長に申請書を提出し、納付を困難とする金額を限度として分

割して延べ払いできる制度です。
②延納が認められる要件
　次の３つの要件をすべて満たす必要があります。
・納付期限までに金銭で納付することが困難な事由があること。
・納付すべき相続税額が１０万円を超えること。
・一定の担保を提供すること。

物納
①制度の概要

申告期限までに、所轄の税務署長へ物納の申請書を提出し、金銭以外で相続税を納付することがで
きるという制度です。

②物納が認められる要件
物納が認められる要件は次のとおりです。
・納付すべき相続税額を金銭及び延納によっても納付することが困難とする事由があること。
・物納の申請は、次の順位により行われていること。

順　位 内　　　　容

第１順位 国債・地方債、不動産・船舶

第２順位 社債・株式、証券投資信託・貸付信託の受益証券

第３順位 動産

・物納財産は、国が管理又は処分をするのに不適当なものでないこと。
（注）物納財産の収納価額は、原則として課税価格計算の基礎となったその財産の価額（相続税評価額）によります。

取引相場のない
株式についても、
物納ができるの？

具体的にはどう
いうこと？

これまでは「売却できる
見込みがない」等を理由
に物納を却下されること
が多かったんだけど、所
要の要件を満たせば物納
は可能なのよ

取引相場のない株式については、
譲渡制限株式が管理処分不適格
要件に該当するので、これに該当
さえしなければ業績等問わず物納
が認められることに
なったのよ。
但し、売却
時に必要と
なる手続書
類を提出す
る旨の確約
書 が 必 要
よ。更には、
他に適当な
財産がない
場合に限る
点にも注意
が必要ね
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A. 平成21年および22年中に取得した土地等の長期譲渡所得の1000万円特別控除制度が創
設されました。

Q37 平成21年および22年に取得した土地等の長期譲渡所
得で、有利な制度ができたって本当ですか？

制度の概要
個人および法人が、平成21年1月1日から22年12月31日までに取得した国内の土地等で、所有期間が5年
を超えるものを譲渡した場合には、その譲渡所得の金額から1000万円を控除できます。

具体例
Ｔ株式会社は、平成21年3月1日に土地を4000万円で取得し、その土地を平成27年2月1日に5000万円
で売却しました。

平21 平22

土地購入
4000万円

土地売却　5000万円
譲渡益 1000万円
特別控除 ▲1000万円
 0　円

5年超保有

この場合、譲渡益1000万円から特別控除額1000万円を控除しますので、課税所得は0円となります。

留意点
①他の特例との併用適用ができませんので、他の特例を選択した場合が有利になることがあります。
②土地等の譲渡ですから建物部分については適用できません。

その他の活用できる税制

譲渡した土地
の所有期間が５年っ
てなっているけど、所
有した日からきっち
り5年間っていう

こと？

創 設

いいえ、ちがう
の。譲渡した年の１月
１日時点で5年経過して
いるかどうかで判断するの
よ。所有期間で丸5年と
いうのとは違うので注
意しないとね
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A. 平成21年および22年中に土地等を取得し、その後10年以内に他の土地等を譲渡した場合
の、譲渡益の一部を繰延べる特例が創設されました。

Q38 平成21年および22年中に、土地等を先行取得した場合
の課税の特例があるって、本当ですか？

制度の概要
平成21年1月1日から22年12月31日までの期間内に土地等を取得し、その取得した事業年度の終了の日か
ら10年以内に、所有する他の土地等を売却したときには、その土地等の取得価額を限度として、売却益
の８割（平成22年に取得した場合は６割）が減額できます。減額された部分は取得した土地等を売却す
るまで、課税を繰り延べることになります。

①法人又は個人事業者であること
②平成２１年１月１日から22年12月31日までの国内の土地等の取得であること
③確定申告の提出期限までにこの特例の適用を受ける旨の届出書を提出すること
④取得の日を含む事業年度終了の日から10年以内に、販売用でない他の土地等の売却であること

★適用の要件

具体例
Ｔ株式会社は平成21年中に25億円で新たな支店設置のための土地を取得し、平成26年に倉庫として使
っていた帳簿価額10億円の土地を30億円で売却しました。

平21平22

① 土地購入
（取得価額25億円）

②別の保有土地の売却
譲渡対価 30億円
帳簿価額 10億円
 20億円

圧縮損 ▲16億円

帳簿価額 9億円

土地購入後10年間

譲渡益

圧縮記帳

譲渡益の８割（22年
に取得したものは６
割）の課税を繰延べ

16億円減額して
帳簿価額を圧縮

通常は土地を売却した時点で20億円の譲渡益が発生しますが、平成21年取得の土地25億円があります
ので、譲渡益20億円の80％である16億円の圧縮損を計上し、差し引き4億円に対し課税されます。この
16億円は取得土地25億円を圧縮記帳しますので、この土地の帳簿価額は9億円に付け替えることになり
ます。

創 設



中小企業税制　41問41答60

　　

そ
の
他
の
活
用
で
き
る
税
制

A. 本当です。従来からの相続時精算課税制度による住宅取得等資金に係る特例に加え、平成
21年４月から平成22年12月末までの時限措置として、住宅取得のための贈与税の特例措
置が創設されました。具体的には以下の2つの特例措置があります。
①住宅取得等資金に係る相続時精算課税制度の特例
②住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置

Q39 住宅取得のための贈与税の特例措置があるって、
本当ですか？

特例措置の概要

生前贈与の促進により高齢者の資産を有効活用を通じて経済社会の活性化を図るため、住宅取得等
資金について親からの贈与を受けた場合における相続時精算課税制度の特例が認められています（平
成21年12月末まで）。また、直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合には、500万円まで
贈与税が非課税となる特例が創設されました（平成22年12月末まで）。この特例は、暦年課税又は
相続時精算課税の従来の非課税枠に合わせて適用可能です。

■住宅取得のための贈与税の軽減に係る特例

＜住宅取得等資金に係る相続時精算課税制度の特例＞

概 要 住宅の新築、取得又は増改築の資金の贈与を受け、当該贈与について相続時精算課税の適用を
受ける場合（既適用者も含む）に認められる特例措置です

贈 与 者 親（年齢制限なし）

受 贈 者 20歳以上の子

非 課 税 枠 3500万円（通常の相続時精算課税の非課税枠に1000万円上乗せ）

税 率 非課税枠を超えた部分は一律20％

適 用 手 続 贈与税の申告期限までに所定の書類を添付して申告（及び相続時精算課税の選択の届出）
（一度選択すれば、相続時まで継続適用）

相続税の計算 贈与時の評価額で計算

相続時精算 贈与財産は贈与時の時価で評価し、相続財産に合算します

適 用 期 間 平成21年12月31日まで

＜住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置＞

概 要 住宅の新築、取得又は増改築の資金の贈与を受けた場合に、500万円まで贈与税を非課税とす
る特例措置です

贈 与 者 親・祖父母等の直系尊族（年齢制限なし）

受 贈 者 20歳以上の者

非 課 税 枠 500万円（従来の暦年課税における110万円の非課税枠とは別枠）

適 用 手 続 贈与税の申告期限までに所定の書類を添付して申告

相続税の計算 加算しない

適 用 期 間 平成22年12月31日まで

●暦年課税制度の特例と合わせて適用した場合
110万円（暦年課税制度の非課税枠）＋500万円（上記の特例措置の非課税枠）
➡610万円の非課税枠

創 設

●相続時精算課税制度の特例と合わせて適用した場合
3500万円（相続時精算課税制度の非課税枠）＋500万円（上記の特例措置の非課税枠）
➡4000万円の非課税枠

（注）　 暦年課税制度及び相続時精算課税制度については40～41ページを参照
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A. 中小企業再生支援協議会の支援により策定された再生計画の場合には、金融機関等から債
務免除を受けた場合に対応した税制上の措置があります。ただし、再生計画はそれぞれの
再建のために様々な手法が用いられるため、個別の案件ごとに税務当局の判断が必要とな
ります。

Q40 中小企業が事業再生を行う際の税制上の措置は
ありますか？

1　�中小企業再生支援協議会で策定を支援した再建計画に基づいて債権放棄が行われ、債務会社に
債務免除益が生じた場合

青色欠損金額等以外の欠損金額と債務免除益を相殺することが可能です。

http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/joho-zeikaishaku/hojin/0307/03.htm
「中小企業再生支援協議会で策定を支援した再建計画（A社及びB社のモデルケース）に基づき債権放棄が行われ
た場合の税務上の取扱いについて」（平成15年7月）をご覧ください。

詳しくは国税庁ホームページ

2　�中小企業再生支援協議会で策定に基づき、さらに一定の要件を満たしている再建計画において
債権放棄が行われた場合

債務者の有する一定の資産についての評価益または評価損が計上できるとともに、
青色欠損金以外の欠損金から優先して控除できます。

http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/bunshokaito/hojin/050630/01.htm
「『中小企業再生支援協議会の支援による再生計画策定手順（再生計画検討委員会が再生計画案の調査・報告を行
う場合）』に従って策定された再生計画により債権放棄等が行われた場合の税務上の取扱いについて」（平成17
年6月）をご覧ください。

詳しくは国税庁ホームページ

中小企業庁ホームページ
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/saisei/kyogikai_ichiran.htm

第二次段階＜再生計画策定支援＞
●再生計画策定支援
専門家（中小企業診断士、弁護士、公認
会計士、税理士等）からなる「個別支援
チーム」が結成され、具体的な再生計画
の策定を支援
●関係機関との調整
必要に応じて関係金融機関との調整
●フォローアップ
計画策定後も定期的なフォローアップ、
必要なアドバイス等を行う

再生支援協議
会による再生支援
の流れはどうなっ
ているの？

まず、面談や提
出資料の分析を通して、
経営上の問題点や具体的な
課題を抽出して、課題解決に
向けて適切なアドバイスがもら
えるのよ。それから、「再生計画」
を作成して、金融機関と調整
する必要があると協議会か
ら判断された場合は、右
のような支援が行
われるの

　中小企業再生支援協議会は地域の中小企業の再生に向けた取り組みを支援する公的機関です。
再生支援についてのご質問、ご相談は各都道府県の中小企業再生支援協議会にお問い合わせください。
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A. 電子申告とは、インターネットにより申告書および各種届出等の税務書類を提出する方法で
す。これにより、会社や自宅からでも申告等ができるようになりました。現在、電子申告に
より申告できる税目は、所得税、法人税及び消費税となっております。
また、インターネットバンキング等で税金を納付する電子納税を利用すれば、会社等にいな
がらでも納付手続きができます。なお、電子納税はすべての税目において利用できます。

Q41 電子申告って何ですか？

e-Taxを利用して申告すると
1　�個人が電子申告・納税システム（e‐Tax）を利用して所得税の確定申告書の提出を行い電子証

明書を併せて送信した場合、一定の要件の下、その年分の所得税額から最高5000円（その年
の所得税額を限度とします）を控除できます。

改 正
※�この制度が2年間延長され、平成21年分、22年分の所得税の確定申告まで利

用できることになりました。

2　�源泉徴収票や医療費の領収書の記載内容を入力して送信することで、書類の提出又は提示でき
ます（確定申告期限から3年間、書類の提出または提示を求められることがあります）。

3　�還付金を早く受け取ることができます。
　　�電子申告・電子納税についての手続き等の詳細については、国税庁のホームページをご覧くださ

い。
　　http://www.e-tax.nta.go.jp

電子申告がもっ
と便利になるように、
電子申告の際に税務署へ
提出する添付書類の省略範
囲が拡大されてきていま
す。みなさんも、ぜひ利
用してみてください

電子申告を
利用すると、何
かいいことがあ
るんでしょ
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「中小企業税制41問41答」　索引

●主な税制用語

Ⅰ．中小企業の税制メリット
交際費････････････････････････････････ ８
同族会社･･････････････････････････････ ９
留保金課税････････････････････････････ ９
特定同族会社･･････････････････････････ ９
留保控除額････････････････････････････ ９

Ⅱ．欠損金の繰越し・繰戻還付
欠損金の繰越し･･･････････････････････ 10
欠損金の繰戻還付･････････････････････ 12

Ⅲ．減価償却制度
減価償却制度･････････････････････････ 13
定額法・定率法･･･････････････････････ 13
法定耐用年数の短縮特例･･･････････････ 14

Ⅳ．少額減価償却資産の特例
少額減価償却資産･････････････････････ 16
一括償却制度･････････････････････････ 17

Ⅴ．�中小企業投資促進税制と中小企業等基
盤強化税制
中小企業投資促進税制･････････････････ 18
中小企業等基盤強化税制･･･････････････ 18
特定中小企業者等･････････････････････ 19
特別償却制度･････････････････････････ 19
税額控除制度･････････････････････････ 19

Ⅵ．情報基盤強化税制
情報基盤強化税制･････････････････････ 26

Ⅶ．エネルギー需給構造投資促進税制
エネルギー需給構造投資促進税制･･･････ 28

コラム　リース税制
リース税制･･･････････････････････････ 30

Ⅷ．人材投資促進税制
人材投資促進税制･････････････････････ 31
教育訓練費･･･････････････････････････ 31

Ⅸ．試験研究税制
試験研究税制･････････････････････････ 34
中小企業技術基盤強化税制･････････････ 34
試験研究費の総額に係る特別税額控除制度�
･････････････････････････････････････ 35
産学官連携の共同研究・委託研究に係る�
特別税額控除制度･････････････････････ 35
試験研究費･･･････････････････････････ 36

Ⅹ．事業承継に関する税制
相続税･･･････････････････････････････ 39
贈与税･･･････････････････････････････ 39
暦年課税制度･････････････････････ 40,41
相続時精算課税制度･･･････････････ 40,41
相続税の納税猶予制度･････････････････ 42
贈与税の納税猶予制度･････････････････ 45
特定事業用宅地等･････････････････････ 49
特定居住用宅地等･････････････････････ 49
小規模宅地等･････････････････････････ 49
取引相場のない株式･･･････････････････ 50
原則的評価方式･･･････････････････････ 50
特例的評価方式･･･････････････････････ 50
配当還元価額方式･････････････････････ 50
類似業種比準方式･････････････････････ 51
純資産価額方式･･･････････････････････ 51
配当優先の無議決権株式･･･････････････ 53
社債類似株式･････････････････････････ 53
拒否権付株式･････････････････････････ 53
自己株式（金庫株）････････････････ 55,56
株式譲渡益課税･･･････････････････ 55,56
延納・物納･･･････････････････････････ 57

．その他の活用できる税制
住宅取得等資金に係る特例･････････････ 60
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税制に関する窓口及び相談機関
①国税に関する窓口及び相談機関
　�国税庁及び全国12の国税局（事務所）に税務相談所が設置されており、　国税に関する質問又は相
談に応じています。質問等には決まった手続や形式はなく、口頭でも電話でも差し支えありません。

■国税庁のホームページ
http://www.nta.go.jp/
➡各種手続の概要・届出書等の様式などが掲載されています。

②地方税に関する窓口及び相談機関
　�都道府県や市町村には、その規模の大小に応じて、それぞれ税務部（課）を設け、税の相談に応じ
ています。各自治体にお問い合わせください。

【より詳しく知りたい方へ】
本パンフレットでご紹介した中小企業税制をご活用される場合には、各種中小企業支援のための法律
の申請等が必要となる場合もありますので、下記のホームページに掲載されている各種パンフレットや
手引書等も、併せて参考にしてください。

⑴中小企業庁ホームページ
　�http://www.chusho.meti.go.jp/
中小企業関連税制のほか、中小企業支援施策について掲載しています。

⑵経済産業省ホームページ
　�http://www.meti.go.jp/
情報基盤強化税制、試験研究税制等について掲載しています。

今後とも、より一層皆様にとって活用しやすいパンフレットの作
成に努めて参りますので、本パンフレットについてお気づきの点
などがございましたら、下記までご連絡いただければ幸いです。

【注】�このパンフレットの作成は、中小企業庁財務課の監
修のもとで、中田哲也会計事務所が行っております。
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